
令和５年度 第１回 熊本県企業局経営評価委員会 

次 第 

日時 ： 令和５年８月２５日（金）午前１０時～ 

場所 ： ホテル熊本テルサ ２階「りんどう・つばき」 

１  開 会 

２  挨 拶 

３  委員紹介 

４  議 事 

（１）議 題 

①熊本県企業局経営戦略２０２０（第５期経営基本計画）に係る 

令和４年度の実績評価について 

②熊本県企業局経営戦略２０２０「アクションプランⅡ」の作成 

について 

  （２）報 告 

      有明工業用水道の未利用水を活用した新規給水に向けた取組み 

について 

５  閉 会 

 

【配付資料】 

 資料１   評価表 

 資料２   経営管理指標 

 資料３   熊本県企業局経営戦略２０２０に係るアクションプランⅡの作成について 

 資料４   有明工業用水道の未利用水を活用した新規給水に向けた取組みについて 

参考資料１ 熊本県企業局経営戦略２０２０（第５期経営基本計画）の全体概要 

 参考資料２ 熊本県企業局経営戦略２０２０（アクションプランⅠ）等に係る令和４年度

取組状況整理表 
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熊本県企業局経営評価委員会設置要綱  

 

（目的） 

第１条 熊本県企業局の経営基本計画の策定及び推進に当たり、有識者等の

知見を活用し、企業局が取り組む事業における経済性の発揮及び公共の福

祉の増進を図るため、経営評価委員会（以下、「委員会」という。）を設置

する。 

 

（検討事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について検討を行う。 

（１）企業局の経営基本計画の策定に関すること 

（２）毎年度の経営基本計画の実績評価に関すること 

（３）前各号に掲げる事項のほか、前条の目的に関すること 

 

（組織） 

第３条 委員会は委員５人以内で組織する。 

２ 委員は、学識経験者、企業経営者、中小企業診断士等で構成する。 

３ 委員の任期は３年とする。ただし、委員が欠けた場合における後任の委

員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

 

 (委員長) 

第４条 委員会には、委員長を置き、委員の互選によってこれを選出する。 

２ 委員長は、委員会を進行する。 

３ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、委員のうちから

互選された委員がその職務を代理する。 

 

（会議） 

第５条 委員会は、企業局長が招集する。 

２ 委員会は、委員の２分の１以上が出席しなければ会議を開くことができ

ない。 

 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、企業局総務経営課において処理する。 

 

（雑則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に必要な事項は、企業

局長が別に定める。 

 

 附則 

 この要綱は、平成３１年（２０１９年）２月１９日から施行する。 



１電気事業

【戦略目標１】経営基盤･組織を強化し全事業の黒字化評価表

取組項目 R4年度の主な実績・成果等 達成度 今後の課題や方向性

緑川第一・第二
発電所リニューアル

緑川発電所リニューアル工事が完了し、第一発電所は8
月、第二発電所は9月に発電を再開。これにより、主要４発
電所のリニューアル事業は全工程が完了した。
なお、同事業の業績が評価され蒲島賞を受賞した。

A
引き渡し後1年及び保証期間
満了時（2年）のメーカー点検を
確実に実施する。

■電力システム改革や電力需給に関する長期契約終了を見据えた売電方法の見直し

■保有資産の適切な管理運用とＩＴの活用

■技術者の安定的な確保と技術力向上、技術継承

■発電所･ダムの適切な管理と新規発電所の建設

■着手中の大規模設備更新の完了

取組テーマに対する主な実績等経営状況

R4計画 R4実績
増減

増減額 増減率

収
益
的
収
支

営業収益 3,240 1,922 ▲1,318 ▲40.7%

営業外収益 21 35 14 66.7%

特別利益 0 ― ―

収入 3,261 1,957 ▲1,304 ▲40.0%

営業費用 2,087 2,227 140 ▲6.7%

営業外費用 30 13 ▲17 ▲56.7%

特別損失 1 1 皆増

支出 2,117 2,241 ▲124 ▲5.9%

純利益 1,145 ▲284 ▲1,429 ▲124.8%

資
本
的
収
支

収入 0 2,895 2,895 皆増

支出 1,323 4,844 3,521 266.1%

収支差引 ▲1,323 ▲1,949 ▲626 47.3%

内部留保資金（累計） 5,098 1,797 ▲3,301 ▲64.8%

経営戦略
策定時の
現状･課題

○ 市房・緑川の主力４発電所での大規模設備更新に伴う固定価格買取制度（ＦＩＴ）への移行により、経営の安定化が見込
めるが、ＦＩＴ適用中の菊鹿発電所や緑川第三発電所のほか、今後適用予定の主力４発電所の適用期間終了後も見据
え、国の政策等を踏まえた売電方法を検討する必要がある。
○ 国や県のエネルギー政策の方向性、特に再生可能エネルギー導入促進の動きに連動して取り組む必要がある。
○ ダムの堆砂対策や事前放流など、水位運用における関係者との協力が不可欠である。

取組の
方向性

〇 緑川発電所のリニューアルに伴う運転停止による純損失額を年５億円以内で抑え、リニューアル後の運転再開以降は、
毎年度１０億円以上の純利益の確保を目指す。

【主な増減理由】

○収益的収支
収入は、緑川発電所リニューアル工事の工期延長による発電再開の遅れ、笠振
発電所が台風14号の設備被害により発電を停止したことにより、電力料収入（営業
収益）が計画を大きく下回った。支出は、リニューアル工事完了の工期延長に伴い、
固定資産除却費が計画より遅れて発生したことで、営業費用は計画を上回った。収
支は、営業収益の減少の影響が大きく、純利益は計画を大きく下回った。

○資本的収支
緑川発電所リニューアル工事の工期延長に伴い、工事の大部分をR4年度に繰り
越して実施し、同工事の財源として資金調達を行ったため、収入及び支出ともに計
画を大きく上回った。

取組項目 R4年度の主な実績・成果等 達成度 今後の課題や方向性

保有資産の適切な
管理

荒瀬ダム関連施設跡地（７か所）の活用について八代市と
協議を行い、うち３か所の譲渡について無償譲渡の協議が
整った。

B+
短期的にも活用が見込めない
土地については、「売却できない
土地の管理方針」の整理を行う。

（単位：百万円）

緑川発電所リニューアル工事の工期延長に伴い、発電再開が当初計画より遅れたこと、また、笠振発電所が台風14号によ
る被害に伴い発電停止したことなどにより、純利益は計画を下回った。R5年度からの安定的な黒字化に向け、設備等の適切
な維持管理等により、安定的な電力料収入の確保に努めていく必要がある。

総括
評価

取組項目 R4年度の主な実績・成果等 達成度 今後の課題や方向性

人員の適正確保
学校訪問や各種就職説明会への参加、また、初めてイン
ターンシップを行うなど、採用に係る企業局の認知度向上
に努めた結果、２名の新規採用職員の確保につながった。

Ａ

インターンシップの内容等のブ
ラッシュアップ、効果的な学校訪
問の検討、また、民間経験者の
採用を検討する。

取組項目 R4年度の主な実績・成果等 達成度 今後の課題や方向性

売電方法の見直し
公営電気事業経営者会議等を通じた情報収集や新電力
からの意見交換を実施したほか、環境価値を活用した見直
しのための調査費を計上した。

B+

九州電力との基本契約終了後
の売電について、有利かつ再エ
ネの価値を最大限に生かす方
法について調査を実施する。

【達成度】 R4目標値に対する達成度又はR4取組予定に対する取組実績
「Ａ」80％以上 「Ｂ+」50～79％ 「B-」30～49％ 「Ｃ」 30％未満 「－」外的要因等により評価できず

1

水の恵みを地域の力に

資料１

主な経営管理指標 リニューアル後の緑川第一発電所

水車発電機

外観

取組項目 R4年度の主な実績・成果等 達成度 今後の課題や方向性

電力の安定供給

トラブル停止期間の
短縮

点検マニュアルの改訂やオンコールを活用したトラブル対
応により発電停止期間の短縮を図ったことで、故障停止時
間は過去10年間の平均値を下回った。
なお、年間供給電力量はリニューアル工事の工期延長の
影響で、目標の約64％に留まった。

B+

点検マニュアルの適宜改訂や
オンコール等の活用など、効果
的・効率的なメンテナンスによる
電力の安定供給を行う。



２工業用水道事業

【戦略目標１】経営基盤･組織を強化し全事業の黒字化

■官民連携における技術力の維持と経営管理体制の強化

■施設や設備の適切な維持管理と計画的な設備更新

■関係市町等と連携した水需要の開拓

■工業団地進出予定者等に対する支援

■コンセッション方式による更なる経費の節減

取組テーマに対する主な実績等経営状況

経営戦略
策定時の
現状･課題

〇 有明工水及び八代工水は契約率が低迷し、特に有明工水はダム関連経費の負担等による赤字が続いており、更なる
経費節減や需要開拓等、累積欠損金解消の取組を進める必要がある。
〇 運用開始以降40年以上経過している設備もあることから、適切な管理や更新等を行う必要がある。

取組の
方向性

〇 八代工水における大口給水開始に伴う増収と苓北工水の苓北火電への給水による安定的な収入の確保に加え、有明・
八代工水へのコンセッション方式導入による経費節減などにより、工業用水道事業全体での黒字化を目指す。

【コンセッション方式の導入に伴う主な収支の変化】

・運営事業者が実施する今後の維持管理及び設備更新事業費については、ユー
ザー企業が支払う料金の一部から予め収受。

・県がアセットマネジメント計画において予定していた設備更新の一部については、
運営事業者が、水処理メーカーとして持つノウハウに基づき、設備点検や部品交換
等の修繕により長寿命化を図ることで更新費用を抑えつつ、県が計画していた水準
と同等の状態を維持する。

水の恵みを地域の力に

（単位：百万円）

コンセッション方式を導入している有明工水及び八代工水においては、低い契約率の状況は変わらず、純損失が生じ、累
積欠損金が増加したが、今後は更新事業費に係る減価償却費を運営業者で負担するため損益は次第に改善していく見込
み。なお、有明工水では、半導体関連産業の集積に伴う工業用水に対する需要の高まりを受け、地下水位等への影響を踏
まえ、未利用水活用に向けた検討を開始した。今後事業化に向けた取組みを進めていく。
苓北工水は、苓北火電への大口給水により経営状況は安定している。

取組項目 R4年度の主な実績・成果等 達成度 今後の課題や方向性

八代工水における
新規ユーザーへの
対応

建設中の木質バイオマス発電所（令和5年度稼働）に対し
建設工事用の給水を行った。

B+
建設工事完了後のバイオマス
発電所の稼働に合わせ、本給水
を開始する。

取組項目 R4年度の主な実績・成果等 達成度 今後の課題や方向性

コンセッション方式
への移行 R3年度移行済み。 完了

移行後の運営について、適切
なモニタリングを実施していく。

取組項目 R4年度の主な実績・成果等 達成度 今後の課題や方向性

計画的な設備更新
の推進

苓北工水において、現在の施設の運転状況や工水の需
要予測等を考慮した施設更新計画の見直し案を作成した。

Ａ
見直し案における課題等につ
いて関係機関との調整を進めて
いく。

取組項目 R4年度の主な実績・成果等 達成度 今後の課題や方向性

未利用水の活用

有明工業用水道の未利用水の活用に向け、半導体関連
企業への新規給水の検討を開始し、関係機関との協議を
行った。
また、コロナ禍の状況を踏まえ、新規の訪問営業は自粛し、
給水の問合せに対し、試算等の提案を実施した。

B+

設備設計や採算性等の新規工
業用水道の可能性調査を実施
するなど、半導体関連企業への
新規給水に向けた取組みを進め
る。

取組項目 R4年度の主な実績・成果等 達成度 今後の課題や方向性

適切なモニタリング
の実施

Ｒ３年度に作成した県のモニタリング実施要領に基づく初
のモニタリングを実施。業務が適正に実施されていることを
確認した。

Ａ

県のモニタリングを引き続き実
施するとともに、職員のモニタリ
ング対応力の向上のため技術研
修等を実施していく。

評価表

総括
評価

2

【達成度】 R4目標値に対する達成度又はR4取組予定に対する取組実績
「Ａ」80％以上 「Ｂ+」50～79％ 「B-」30～49％ 「Ｃ」 30％未満 「－」外的要因等により評価できず

上の原浄水場

R4計画 R4実績
増減

増減額 増減率

収
益
的
収
支

営業収益 675 612

営業外収益 335 320

特別利益 7

収入 1,010 939

営業費用 1,006 1,066

営業外費用 21 27

特別損失

支出 1,028 1,093

純利益 ▲18 ▲153

資
本
的
収
支

収入 1,121 692

支出 1,258 754

収支差引 ▲137 ▲62

累積欠損金 ▲5,092 ▲5,324

コンセッション方式につい

て、R1～2年度に導入手続

きを進め、R3年度から導入

したが、導入後の収支は、

事業者からの提案内容を

ベースとしたものとなるため、

R1年度(R2.3月)に策定した

経営戦略では、企業局が従

前どおりの運営を継続した

場合の収支計画として作成

している。このため、R4計画

と実績の単純比較ができな

いことから、増減欄の記載

は省略。

主な経営管理指標 白石頭首工



３有料駐車場事業

【戦略目標１】経営基盤･組織を強化し全事業の黒字化

■次期設備更新を見据えた活用方法及び新たな駐車場整備の検討

■施設や設備の適切な維持管理

■指定管理者制度の継続による安定収入の確保

取組テーマに対する主な実績等経営状況

R4計画 R4実績
増減

増減額 増減率

収
益
的
収
支

営業収益 90 107 17 18.9%

営業外収益 1 2 1 ▲100.0%

特別利益 0 ―

収入 91 109 18 19.8%

営業費用 42 36 ▲6 ▲14.3%

営業外費用 3 0 ▲3 ▲100.0%

特別損失 0 ―

支出 45 36 ▲9 ▲20.0%

純利益 47 72 25 53.2%

資
本
的
収
支

収入 0 ―

支出 53 50 ▲3 5.7%

収支差引 ▲53 ▲50 3 5.7%

内部留保資金（累計） 665 681 10 1.5%

経営戦略
策定時の
現状･課題

〇 利用料金制による指定管理者制度を導入しており、運営・財務状況の適切なモニタリングを通して、利用者サービスの
向上につなげていく必要がある。
〇 県営有料駐車場（立体駐車場）については、建設後40年が経過しており、適切な維持管理が必要である。

取組の
方向性

〇 県営有料駐車場については、当分の間、現在の建物を利用できるため、指定管理者による管理運営を継続し、利用料
金制により安定的な黒字の確保を目指す。

【主な増減理由】

○収益的収支
収入は、２期目の指定管理者との協定書による基本納付金が、経営戦略の収支計
画で想定した額を上回っていることから、営業収益は計画を上回った。支出は、修
繕工事の入札不調により修繕費用（営業費用）が計画を下回った。結果として、収支
は、計画を上回る純利益を計上した。

○資本的支出
県政貢献として、地域振興積立金から5千万円を一般会計に繰り出した。

水の恵みを地域の力に

■利用者サービスの向上

（単位：百万円）

指定管理者制度（利用料金制）による運営により安定収入を確保し、引き続き黒字を確保した。なお、コロナ禍に伴う休業
要請や外出自粛の緩和により、利用状況は回復傾向にあるものの、コロナ禍前の令和元年度にはまだ及ばない状況。引き
続き、指定管理者と連携を図りながら利用者サービスの向上に向けた取組みを進めていく。

取組項目 R4年度の主な実績・成果等 達成度 今後の課題や方向性

利用者サービスの
向上

指定管理者において、ＥＶ充電設備の追加設置などの独
自の事業や各種広報等、利用者増に向けた取組みが実施
された。 なお、利用者アンケートの結果、【清掃】、【安全･
安心性】、【職員対応】、【利用しやすさ】に対して、「とても良
い」「良い」との評価を合わせて90％以上であった。

Ａ
指定管理者と連携を図りながら、
利用者サービスの向上に向けた
取組みを進めていく。

取組項目 R4年度の主な実績・成果等 達成度 今後の課題や方向性

指定管理者の更新 R2年度更新済み。 完了
指定管理者の業務運営状況
等について、適切なモニタリング
を実施する。

取組項目 R4年度の主な実績・成果等 達成度 今後の課題や方向性

計画的な維持補修

県営有料駐車場の建物保全計画に沿って、給水設備等
改修工事の発注を行い入札を実施（２回）したが不調となっ
たことから、発注方法の再検討を含め保全計画の見直しを
行った。

―
見直しを行った保全計画に基
づき、計画的な維持補修を実施
していく。

取組項目 R4年度の主な実績・成果等 達成度 今後の課題や方向性

次期更新時の活用
方法の検討

昨年度に引き続き、他自治体の整備事例等について情
報収集を行った。

Ｂ-
熊本市中心市街地の駐車場の
あり方に関する検討状況等も情
報収集しながら、適宜検討を行う。

評価表

総括
評価

3

【達成度】 R4目標値に対する達成度又はR4取組予定に対する取組実績
「Ａ」80％以上 「Ｂ+」50～79％ 「B-」30～49％ 「Ｃ」 30％未満 「－」外的要因等により評価できず

県営有料駐車場（外観）

障がい者用駐車場と普通充電器

主な経営管理指標



【戦略目標２】評価表

剰余金の一部を地域貢献として県民へ還元等県政の課題解決に向け新規事業に挑戦
【戦略目標３】

経営戦略
策定時の
現状･課題

○ 県が目指す「ゼロカーボン社会の実現」に資するため、再生可能エネルギーの導入を
促進するとともに、発電所の新規開発に関する知識やノウハウを継承し、基幹事業である
電気事業の経営基盤の強化を図る必要がある。
○ 県政の課題解決において、企業局の技術や経営手法などを活かした公営企業方式が
有効なケースが想定される。

取組の
方向性

〇 新規の水力発電所について、流量調査等を経て着工を目指す。
〇 資産有効活用事業として、駐車場の他、新たな用途を検討する。
〇 県政の課題解決に向けて、一般行政部門と連携しながら公営企業方式により新たに取
り組む事業について検討する。

取組項目 R4年度の主な実績・成果等 達成度 今後の課題や方向性

候補地点の
絞り込み等

昨年度抽出した候補地点について、現地
調査や詳細検討を行い、３か所に絞り込んだ。
また、新たに、既存の砂防堰堤の活用につい
て可能性調査を行い、候補地点を２か所抽
出した。

Ａ
流量調査等を実施のうえ経
済性の精査を行い、候補地
点の更なる絞り込みを行う。

取組テーマに対する主な実績等

■企業局事業への理解を促進する取組

■地元貢献

■県政貢献

経営戦略
策定時の
現状・課題

○ 企業局の事業は、河川水等の貴重な地域資源を活用しており、その円滑な運営のため
には、関係市町村や地域住民等の理解と協力が必要である。また、水源涵養や地域活動
への協力など、地域への貢献も重要である。
○ ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）を踏まえ、公共の福祉の増進に向けた企業局の事業に
ついて、県民の理解を深める必要がある。

取組の
方向性

〇 剰余金の一部を活用し、県政の課題解決に向けた取組を支援する。
〇 施設が所在する市町村等のニーズも踏まえながら、地域振興の取組を支援する。
〇 企業局で取り組んでいる事業の理解促進のため、広報媒体を活用した積極的な広報を
行う。

取組テーマに対する主な実績等

取組項目 R4年度の主な実績・成果等 達成度 今後の課題や方向性

一般会計へ
の繰出し

電気事業及び有料駐車場事業の収益の
一部を一般会計に繰り出し（5.5億円に増
額）、復旧・復興プラン関連事業等を支援し
た。また、支援内容について会議等で周知
を行った。

Ａ
繰出金を継続し、HP等によ
り広く積極的な情報発信を
行う。

水の恵みを地域の力に水の恵みを地域の力に

■新規水力発電所の開発（電気事業）

■資産有効活用事業としての駐車場の他、新たな用途の検討（有料駐車場事業）

■県政の課題解決のための事業の企画（その他事業）

取組項目 R4年度の主な実績・成果等 達成度 今後の課題や方向性

駐車場以外
の用途や付
加機能の追
加の検討

昨年度に引き続き、他自治体の整備事例
等について情報収集を行った。（再掲） Ｂ-

熊本市中心市街地の駐車
場のあり方に関する検討状
況等も情報収集しながら、適
宜検討を行う。

取組項目 R4年度の主な実績・成果等 達成度 今後の課題や方向性

新規事業の
企画

有明工業用水道の未利用水を活用した半
導体関連企業への新規給水に向けた取組
みについて検討を開始した。

Ａ
事業化に向け、可能性調
査による採算性等の検討や
関係機関との協議を進める。

新規小水力発電の開発について、候補地点の絞り込みを実施。流量調査等を行い、更なる
絞り込みを行う。また、有明工業用水道の未利用水の活用した半導体関連産業への給水につ
いて検討を開始。可能性調査による採算性等の検討や関係機関との協議を進める。

総括
評価

取組項目 R4年度の主な実績・成果等 達成度 今後の課題や方向性

積極的な広報
緑川発電所リニューアル完了式典を開催。
また、県政広報テレビで水力発電所の取
組みの紹介や発電所カードの作成を行った。

Ａ
見学受入体制の整備を図
るとともに、PRグッズを作成
する。

県政貢献として、引き続き一般会計への繰出しを実施。また、リニューアル事業完了後の増
収を見込み、令和５年度から地元貢献策を拡充することとし、支援スキームの見直しを行った。
また、各種媒体やツール等を活用し、企業局の認知度向上に向けたＰＲを実施した。

総括
評価

4

【スケジュール】 【砂防堰堤の活用例】

取水設備

菊鹿発電所取水設備
取組項目 R4年度の主な実績・成果等 達成度 今後の課題や方向性

リニューアル
事業に係る
交付金

リニューアル事業完了後の増収を見込み、
令和５年度から地元貢献策を拡充することと
し、支援スキームの見直しを行った。

Ａ
新たなスキームに沿って、
引き続き地元貢献を実施す
る。

地元ニーズ
に沿った効
果的な支援

熊本城マラソン(3年ぶりの開催)の更衣所等と
して駐車場の一部を提供したほか、八代市
復興事業への地域貢献として、荒瀬ダム関
連用地の同市への無償譲渡に合意した。

Ａ
利用者アンケート結果等を
踏まえて今後も取組みを継
続する。

緑川発電所リニューアル事業完了式典 発電所カードの作成

（再掲）



経営管理指標 R4目標 R4実績 未達成の理由等

目標供給電力量 159GWｈ 100.9GWｈ
緑川発電所リニューアル工事の工期延長
に伴う発電再開の遅れ、笠振発電所の台風
14号による被害に伴う長期停止のため。

FIT以外の売電価格 9.00円以上 9.67円 ―

電力料金収入 30億円 19億円
緑川発電所リニューアル工事の工期延長
に伴う発電再開の遅れ、笠振発電所の台風
14号による被害に伴う長期停止により、電力
量収入（営業収益）が計画を大きく下回った
ため。

純利益 10億円 ▲2億8千万円

減価償却前営業利益 15億万円 3億1千万円

経常収支比率 150％以上 87％

緑川ＲＮ進捗率 100％ 100％ ―

点検停止時間
127.1時間（※3）

以下
68.7時間 ―

故障停止時間
318.2時間（※3）

以下
296.7時間 ―

技術研修受講率 100％ 100％ ―

電気主任保有者数
第二種：6人
第三種：6人

第二種：6人
第三種：7人 ―

余剰金に対する運用資
金の割合

80％以上 100％ ―

未処分遊休地の面積
（企業局全体）
（経営戦略策定時 74,451.58㎡）

R4年度までに
全て処分済

0㎡

R4年度末の
未処分遊休地
40,725.51㎡

未処分40,725.51㎡中、7,832.58㎡は八代市
に譲渡予定、4,345.81㎡は球磨川流域災害
復旧工事の資材置場等に提供中。

経営管理指標

【戦略目標１】経営基盤･組織を強化し全事業の黒字化
（１）電気事業

（２）工業用水道事業

（３）有料駐車場事業

【戦略目標２】県政の課題解決に向け新規事業に挑戦

【戦略目標３】剰余金の一部を地域貢献として県民へ還元等

経営管理指標 R4目標 R4実績 未達成の理由等

純利益 ▲5千万円 ▲1億6千万円

減価償却前営業利益 1億5千万円 7千万円

経常収支比率 90％以上 85%

安定供給達成率 100％ 100％ ―

営業件数 10件以上 3件
コロナ禍の状況を踏まえ、訪問営業を自
粛したため。

新規給水量
1社もしくは

100㎥/日以上
0社

給水契約率 40％以上 47% ―

コンセッション 手続完了 （移行済み） ―

経営管理指標 R4目標 R4実績 未達成の理由等

純利益 4千万円
(大規模修繕年度除く)

7千万円

―減価償却前営業利益 6千万円
(大規模修繕年度除く)

9千6百万円

経常収支比率 200％
(大規模修繕年度除く)

298％

安定供給達成率 100％ 100％ ―

駐車(利用)台数 20万台 18万台
新型コロナウイルス感染拡大の影響により利用
者が減少したため。

稼働率 90％以上 169％ ―

定期契約率
毎月末

90％以上
87％

個人名義の契約が減少し、その後は概ね一定
数で推移したため。

指定管理者制度 手続完了 （更新済み） ―

利用者満足度 80％以上 90％以上 ―

経営管理指標 R4目標 R4実績 未達成の理由等

開発個所数
R11までに

1か所以上の
開発に着手

（0か所） （目標はR11年度までの達成目標）

新規事業企画数
R11までに
1件以上の

事業の企画化
（0件） （目標はR11年度までの達成目標）

経営管理指標 R4目標 R4実績 未達成の理由

一般会計繰出し 5億5千万円 5億5千万円 ―

電気自動車導入
R11までに

2台
（0台） （目標はR11年度までの達成目標）

施設見学者（ダムカー
ド配布）数

年間500人 665人 ―

熊本城マラソン休憩所
利用者数

150人以上の利
用

108人
設営方法変更や広報紙掲載等による周知で前
回よりも利用者が増加したが、更なる周知が必要。

企業局の認知度 50％以上 52％ ―

※ 各種アンケートにより「企業局を知っている」回答率

＊「R４実績」欄･･･【目標達成】青 【未達成】赤

※1： 営業利益＋減価償却費
※2：（営業収益＋営業外収益）／（営業費用＋営業外費用）
※3： 過去10年間の平均停止時間

※

※1

※3

※2

※1

※2

※1： １年のうち県営有料駐車場（立体駐車場）の営業日数の割合
※2： １日平均駐車台数／収容台数
※3： 県営第二有料駐車場の契約台数／駐車可能台数

※1： １年のうちユーザー企業に安定供給した日数の割合
※2： ３工水合計の給水能力に対する契約水量の割合

※1

※2

企業局が従前どおりの運営を継続した
場合の収支計画として作成しているため、
R4計画と実績の単純比較ができない。

水の恵みを地域の力に

資料２

－

－



1

熊本県企業局経営戦略２０２０に係るアクションプランⅡの作成について

アクションプランⅡ作成の契機等

熊本県企業局経営戦略２０２０
及びアクションプランⅠ

令和2年3月

計画
期間

経営戦略 ･･･ 令和2年4月～令和12年3月（10年間）
アクションプランⅠ ･･･ 令和2年4月～令和6年3月（4年間）

策定

アクションプランⅡの作成に当たって

企業局の経営方針や目標、取組の大枠を定めた経営戦略(経営基本計画)
については、計画の中間年である令和6年度に中間見直しを行う予定。

３ 作成スケジュール等 

 

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 

基本 
計画 

    
 

     

イベント  

 
 
 
 

  
 
 

     

アクション

プラン 

 
 
 
 
 
 

  

 
 
 
 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

  

Ⅰ 

Ⅱ 

①コンセッション移行（有工・八工）        ・九電との長期契約終了（電気） 

②新指定管理者による管理開始（駐車場）      ・新指定管理者管理開始（駐車場） 

     ③リニューアル４水力発電フル稼働開始（電気） 

          ④バイオマス発電所の本格稼働に伴う給水開始（八工） 

Ⅲ 

中間見直し 

-1- 

アクションプランについて 

 

１ 作成の趣旨 

「熊本県企業局経営戦略２０２０」（第５期経営基本計画）における戦略目標を 
達成するための行動計画（年次計画）として作成します。 

 
２ アクションプランⅠの期間 

「令和２年度から令和５年度の４年間」とします。 
  
〇令和３年度は、①工業用水道事業におけるコンセッション方式への移行 

②有料駐車場事業での指定管理者の更新 
令和４年度は、③電気事業の４水力発電所全てが固定価格買取制度への移行 
令和５年度は、④八代工業用水道でのバイオマス発電所への大口給水開始 

が予定され、経営をめぐる環境が大きく変化します。 
そのため、中間年(令和６年度)に経営基本計画の見直しを予定しています。 

今回、経営戦略の見直しは行わないため、アクションプランに記載の
戦略目標に係る「目標達成への取組み」は、次の２点を除き、原則、
アクションプランⅠの記載のとおりとする。
・取組みが完了したもの
・環境変化等を踏まえ表現の変更が適当なもの

参考
経営戦略の改定推進に係る総務省通知（令和4年1月25日）
「中長期的な経営の基本計画である経営戦略については、経営基盤強化と財政マネジメント向上の柱と位置付けられるものであり
～(中略)～３年から５年内の見直しを行うことが重要～(中略)～経営戦略の見直し率を令和７年度までに100％とする～。」

総務省から、経営戦略の見直し(改定)
を令和7年度までに行うよう要請あり

資料３



①着手中の大規模設備更新の完了
②発電所･ダムの適切な管理と新規発電所の建設
③技術者の安定的な確保と技術力向上、技術継承
④保有資産の適切な管理運用とＩＴの活用
⑤電力システム改革や電力需給に関する長期契約終了を見据えた
売電方法の見直し

2

（１）経営状況

（２）取組状況及び課題等

（１）取組の方向性

（２）主な取組内容

アクションプランⅠ アクションプランⅡ（案）

経営戦略２０２０に係るアクションプランⅡの作成について

○電力の安定供給(電力料収入の安定確保)に向けた効果的･効率的な
メンテナンス

○ＤＸの推進による業務効率化

主な実績・成果等 課題等

① ・市房発電所及び緑川発電所リニュー
アル事業の完了 （完了）

②
・オンコール等を活用したトラブル停
止期間の短縮、点検マニュアルの改
訂･活用等による点検停止時間の短縮

・リニューアル事業の完了に伴う
ＦＩＴ適用で完全従量制となり、
発電停止期間は収入ゼロ

③ ・新規採用職員の確保
（R3採用:4人、R4採用:2人）

・人員数の確保
・初任者研修等の充実

④ ・未処分遊休地の一部の譲渡について
八代市と合意（復興事業用地として）

・売却できない土地の取扱い
・資産管理等業務に係るデジタル
技術の活用

⑤
・他県の売電方法や入札方法等の情報
収集
・R4～5年度の売電単価については、
交渉の上、従前同等の単価を維持

・ＦＩＴ以外の売電方法の検討

緑川発電所リニューアル工事に伴う発電停止により赤字が継続。
また、同工事の工期延長に伴い、計画を上回る純損失額を計上。

取組内容

①
・故障対応手順書等の作成及び見直し
・ダム･発電所長寿命化計画の策定及び運用
・ダム運用の高度化に向けた取組みの推進

② ・業務量に応じた人員確保と適正配置
・１年目研修及び初任者重点研修の実施

③
・売却できない土地の管理方針の検討・決定
・ダム･発電所の保安管理システムの導入
・ペーパーレス化、フリーアドレス制の導入

④ ・有利かつ再エネの価値を最大限生かす売電方法の決定に係る調査等

①発電所･ダムの適切な管理と新規発電所の建設
②技術者の安定的な確保と技術力向上、技術継承
③保有資産の適切な管理運用とＤＸの推進
④電力システム改革や電力需給に関する長期契約終了を見据えた
売電方法の見直し

経営基盤・組織を強化し全事業の黒字化 電気事業戦略目標１

目
標
達
成
へ
の
取
組

取組完了目
標
達
成
へ
の
取
組



①コンセッション方式による更なる経費の節減
②工業団地への進出予定者等に対する支援
③関係市町と連携した水需要の開拓
④施設や設備の適切な維持管理と計画的な設備更新
⑤官民連携における技術力の維持と経営管理体制の強化

3

○コンセッション事業の円滑な運営による経費削減
○未利用水の活用による収益確保（新規工業用水供給に向けた
取組みの推進）

主な実績・成果等 課題等

① ・有明及び八代工水へのコンセッショ
ン方式の導入

・コンセッション導入に伴う経費削
減効果が現れるのは後年度
・コンセッション事業の円滑な運営

② ・八代工水におけるバイオマス発電所
への大口給水の開始 （R5に完了予定）

③
・問合せ等に対する試算等の提案
・「工水だより」によるユーザーへの
情報発信

・未利用水の活用

④ ・苓北工水における計画に沿った設備
更新の実施

・現在の運転状況や今後の需要予測
を考慮した設備の仕様等の検討

⑤ ・モニタリング実施要領の策定及びモ
ニリングの実施

・職員のモニタリング対応力の維持
及び向上

有明工水と八代工水は契約率が50％以下で推移し、赤字が継続。
苓北工水は98％超で推移し、黒字を確保。工水全体では赤字が継続

取組内容

① ・コンセッション事業の適切なモニタリングの実施

② ・有明工業用水道の未利用水を活用した半導体関連企業への新規工業
用水供給に向けた取組みの推進

③ ・苓北工水の施設整備計画の見直し及び計画に沿った設備更新

④ ・職員のモニタリング対応力向上に係る専門技術研修の受講やＢＣＰ訓
練への参加

①コンセッション方式による更なる経費の節減

②関係市町と連携した水需要の開拓（新規工業用水供給に向けた取組みの推進）
③施設や設備の適切な維持管理と計画的な設備更新
④官民連携における技術力の維持と経営管理体制の強化

経営基盤・組織を強化し全事業の黒字化 工業用水道事業戦略目標１

経営戦略２０２０に係るアクションプランⅠの見直しについて

アクションプランⅠ アクションプランⅡ（案）

（１）経営状況 （１）取組の方向性

目
標
達
成
へ
の
取
組

目
標
達
成
へ
の
取
組

（２）取組状況及び課題等 （２）主な取組内容

R5に完了予定



①指定管理者制度の継続による安定収入の確保
②利用者サービスの向上
③施設や設備の適切な維持管理
④次期更新設備時を見据えた活用方法及び新たな駐車場整備の検討

4

○指定管理者制度の継続及び利用者サービスの向上
○次期更新時の活用方法の検討

主な実績・成果等 課題等

① ・指定管理者の更新
（R3年度から２期目がスタート）

・指定管理者の業務運営状況に係る
モニタリングの継続

②
・多様な決済サービスの導入、ＥＶ充
電設備の設置等を実施
・利用者アンケートにおいて、「良
い」との評価が90％以上。

・利用状況は回復傾向にあるものの、
コロナ禍前の利用台数には及ばない
状況。

③
・計画に沿って改修工事を実施。施工
に当たっては利用者の安全を最優先と
し、営業への支障を最小限に抑えるよ
う関係者と工事工程の調整を実施。

・建物保全計画に基づく、着実な工
事の実施

④ ・他自治体での整備事例等の情報収集 ・次期更新時の課題等整理及び付加
機能や多用途の検討

指定管理者制度(利用料金制)による運営を継続し、安定的に黒字を
確保。

取組内容

① ・指定管理者の業務運営状況に係る適切なモニタリングの実施

② ・指定管理者制度３期目の公募(R7年度)における利用者サービスの
提案募集

③ ・利用者の安全等に配慮した改修工事の施工

④ ・次期更新時の課題等整理及び付加機能や多用途の検討

経営基盤・組織を強化し全事業の黒字化 有料駐車場事業戦略目標１

①指定管理者制度の継続による安定収入の確保
②利用者サービスの向上
③施設や設備の適切な維持管理
④次期更新設備時を見据えた活用方法及び新たな駐車場整備の検討

経営戦略２０２０に係るアクションプランⅠの見直しについて

アクションプランⅠ アクションプランⅡ（案）

（１）経営状況 （１）取組の方向性

（２）取組状況及び課題等 （２）主な取組内容

目
標
達
成
へ
の
取
組

目
標
達
成
へ
の
取
組



①新規の水力発電所について流量調査等を経て着工を目指します

②資産有効活用事業として駐車場の他、新たな用途を検討します
③県政の課題解決のための事業を企画します

5

取組状況及び課題等 （２）主な取組内容

主な実績・成果等 課題等

①

・R3年度に調査に着手。現地調査等
を行い、R4年度には候補地を3か所に
絞りこんだ。また、取水設備としての
砂防堰堤を対象とした調査を行い、2
か所の候補地を抽出。

・経済性等の精査を行い、候補地
点の更なる絞り込み。

② ・他自治体での整備事例等の情報収集 ・次期更新時の課題等整理及び付
加機能や多用途の検討

③
・有明工業用水道の未利用水を活用し
た半導体関連企業への新規給水に向け
た検討を開始。関係機関や関係市町へ
の説明を実施。

・採算性等を踏まえた事業化の検
討

取組内容

① ・新規水力発電所開発に係る計画地点の選定及び調査･設計

② ・有明工業用水道の未利用水を活用した半導体関連企業への新規
工業用水供給に向けた取組みの推進

③ ・次期更新時の課題等整理及び付加機能や多用途の検討

④ ・県政の課題把握及び対応案の検討等

県政の課題解決に向け新規事業に挑戦戦略目標２

①新規の水力発電所について流量調査等を経て着工を目指します
②有明工業用水道の未利用水を活用した半導体関連企業への
新規工業用水供給に向けた取組みを進めます

③資産有効活用事業として駐車場の他、新たな用途を検討します
④県政の課題解決のための事業を企画します

（１）取組の方向性
○新規水力発電所開発に係る計画地点選定等に向けた取組みの推進
○新規工業用水供給に向けた取組みの推進

経営戦略２０２０に係るアクションプランⅠの見直しについて

アクションプランⅠ アクションプランⅡ（案）

目
標
達
成
へ
の
取
組

目
標
達
成
へ
の
取
組



①県政貢献 ②地元貢献 ③積極的な広報

6

取組状況及び課題等

（２）主な取組内容主な実績・成果等 課題等

①
・一般会計への繰出しをR元年度から
開始。令和2年7月豪雨関連事業や環境
保全･エネルギー関連事業の財源とし
て活用。

・一般会計への繰出しを継続

②

・リニューアル事業を実施した対象発
電所所在町村に交付金を交付。事業完
了後は、FIT適用による増収を見込み
R5年度から新スキームでの交付金の
交付や地元催事への協賛を開始。
・都呂々ダムで伐採した木を、薪とし
て地域の方々に無償提供
・未利用地である荒瀬ダム関連施設跡
地のうち一部を、八代市に無償譲渡す
ることで合意（復興事業に活用）
・有料駐車場を熊本城マラソンのオ
フィシャル更衣室として提供。

・企業局事業理解を図るための認知
度向上

③

・ロゴマーク及びキャッチフレーズを
作成
・企業局ＰＲグッズを作成予定
・市房･緑川発電所リニューアル事業
に完了に伴い式典を開催
・県政テレビで水力発電所の取組みを
紹介

・企業局事業理解を図るための認知
度向上
・リニューアルした発電所を活用し
たＰＲ

取組内容

① ・県政貢献の継続実施（一般会計への繰出し）

② ・地域貢献の継続実施

③
・発電所見学の積極的な受入れ及び小中学校等訪問による周知
・ダムカードやＰＲグッズの充実
・県民へ広聴（アンケート）の検討・実施

余剰金の一部を地域貢献として県民に還元等戦略目標３

（１）取組の方向性
○県政貢献及び地元貢献の継続
○再生可能エネルギーの学習の場としての発電所見学の積極的な
受入れ

経営戦略２０２０に係るアクションプランⅠの見直しについて

アクションプランⅠ アクションプランⅡ（案）

目標達成への取組

①県政貢献 ②地元貢献 ③積極的な広報

目標達成への取組

交付金の交付
地元催事への協賛
熊本城マラソンへの協力
未利用地の八代市への無償譲渡 等



有明工業用水道の未利用水を活用した
新規給水に向けた取組みについて

令和５年８月２５日

企業局

資料４



熊本県企業局
【現在取り組んでいる事業】
①電気事業（水力発電所７カ所）
②工業用水道事業（有明・八代・苓北）
③有料駐車場事業

【有明工業用水道】

竜門ダム関係 浄水場建設等

菊池川
（竜門ダム） S46.4～H14.3 270億円 246億円 24億円 S50.6

給水区域

 荒尾産業団地（荒尾市）
 名石浜工業用地・長洲工業団地（長洲町）

水源 建設期間 総事業費
（内　訳）

給水開始

１



半導体企業の集積による局所的な による潜在的なリスク
地下水位の減少 塩水化地盤沈下

企業局における取組の方向性

ＴＳＭＣ（ＪＡＳＭ）の菊陽町進出に伴う
“地下水の大量汲み上げ”

① 工業用水は、県が有する有明工水の水利権・ダム使用権の一部を利用する

② 工業用水は、半導体企業が使用する地下水の一部の代替水として供給する

③ パイプラインの利用※  においては、常に農業（かんがい）用水を優先する
※配水管の送水能力の余裕（余力）分を有効利用（他目的使用）

④ パイプライン利用においては、国等で算定された使用料を関係者へ支払う

２

半導体関連企業への工業用水供給の可能性調査 について

【検討条件】

地下水のみに頼らない河川水を半導体関連企業の工業用水として供給できないか を検討

R5年度予算



有明工業用水の水利権（水利使用規則）
項目

水源 　菊池川・竜門ダム
ダム使用権（容量）　熊本県（982千㎥（日量37千㎥））
水利権者 　熊本県
水利利用目的 　工業用水
取水口 　菊池川右岸（玉名市）
工作物 　白石頭首工、樋門、トンネル等

　0.421㎥/s
　 日量換算 36,374 ㎥
　ア 既存企業 15,030 ㎥
　イ 増量分 540 ㎥
　ウ 新設分 17,985 ㎥
　エ 損失分 2,546 ㎥

許可期限 　令和１４年３月３１日

内容

計画水量

最大取水量

日量1～２万㎥（0.116～0.224㎥/s）利用できないか︖

（日量 52万㎥）（日量 17万㎥）

新規給水の可能性の検討

◎送水にパイプラインの空きスペース利用について協力を依頼新浄水場・ろ過施設
ポンプ場・配水管路

新規工業用水供給事業
（イメージ図）

想定給水先

このうち

竜門ダム

3

農業用パイプライン

新設

農業用水受益地

「菊池台地農業水利事業の概要」（熊本県県北広域本部作成）を加工



・企業立地動向や地下水採取状況の情報収集（県庁内）
・農業用パイプライン利用可能性とその課題（農水省）
・水利権と竜門ダムからの取水にかかる課題（国交省）
・新規工業用水道事業にかかる手続上の課題（経産省）
・関係者（市町、土地改良区、漁協など）からの意見聴取

・給水可能水量、給水区域及び水質等の検討（県庁内）
・配管ルートや浄水場、用地等諸条件の設定（外部委託）
・建設投資額と維持管理費のおおまかな試算（外部委託）
・採算性の確認、着工時期や工事期間の検討（当局内）
・民間活用（設計、施工、運転保守）手法等（当局内）
・有明工水への経営面・運用面での影響整理（当局内）

・関係者（市町、土地改良区、漁協など）への報告・説明
・企業局経営評価委員会からの意見聴取
・企業局内で方針を決定後、県庁内において最終判断
・県議会への調査結果報告（事業化の場合は方針説明）

進捗状況
情報収集と意見聴取

検討条件の設定

事業可能性調査

「事業化」の判断

※関係者への相談等含む

※課題整理含む

４

現在



「熊本県企業局経営戦略２０２０（第５期経営基本計画）」の全体概要

環 境 変 化 
 

と 課 題 

第

１

章 

 

経

営

戦

略

に

つ

い

て 

電気事業 
①固定価格買取制度の見直し   ③電力システム改革やエネルギー政策の動向
②契約終了後の売電方法の検討  ④ダムの水位運用や堆砂状況 

策定の契機 
 

計 画 期 間 

工業用水道事業 
①需要開拓の見込み ③更なる経費の節減の実施     
②設備更新の必要性 ④ユーザー企業の動向 

有料駐車場事業 
①現在の指定管理者との契約終了 ③屋上の利用形態の変更 
②施設の維持保全の必要性    ④中心市街地での再開発の動向 

企業局の組織・運営上の課題  ①年齢構成の偏在と経理や法律等の事務の専門家の不在 ②新規開発の凍結と半世紀を超える経営 ③抜本的な改革等の要請への対応 

第４期経営基本計画の終了 
令和元年度までの５年間 

熊本県企業局経営戦略２０２０（第５期経営基本計画） 
令和２年度（２０２０年度）～令和１１年度（２０２９年度）の１０年間 

総務省からの経営戦略策定の要請 
令和２年度までに全事業 

〇 豊かな熊本の水を活かし、水力発電による電力や地域の産業基盤である工業用水の安定供給を行います 

〇 県政の課題に対して、経営資源を有効活用し、公共の福祉の増進を図ります 

〇 地域に貢献し、県民から信頼される公営企業を目指します 

経 営 理 念 対象領域 

１ 水力発電を主力とした発電及び電力の供給 
２ 工 業 団 地 等 への工 業 用 水 の供 給 
３ 駐車場不足地域における駐車スペースの提供 
４ 県 の施 策 や課 題 に対 応 した取 組 み 

公営企業としての事業の継続（「公共の福祉の増進」と「経済性の発揮」を目指す） 

 

今 後 の 方 向 性 

①経営基盤・組織を強化し全事業の黒字化 ②県政の課題解決に向け 
新規事業に挑戦 

③剰余金の一部を地域貢献 
として県民に還元等 

＜目標達成への取組み＞ 
①着手中の水力発電所のリニューアル事業の完了 
②発電所・ダムの適切な維持管理と 
新規発電所の建設（第５章関連） 

③技術者の安定的な確保と技術力の向上、技術継承 
④保有資産の適切な管理運用と IT の活用 
⑤電力システム改革や電力需給に関する長期契約終了
を見据えた売電方法の見直し 

○緑川発電所のリニューアルに伴う運転停止によ
る純損失額を年 5億円以内で抑え、リニュー
アル後の運転再開以降は、毎年度 10億円以上
の純利益の確保（5億円は一般会計へ繰出す）
を目指す 

第２章 電気事業 第３章 工業用水道事業 第４章 有料駐車場事業 

○八代工水における大口給水開始に伴う増収と
苓北工水の苓北火電への給水による安定的な
収入の確保、一方で有明・八代工水へのコン
セッション導入による経費節減などにより工
業用水道事業全体での黒字化を目指す 

○県営駐車場（立体駐車場）については、
当分の間、現在の建物を利用できるため

指定管理者（利用料金制）による管理運
営を継続し安定的な黒字の確保を目指す 

＜目標達成への取組み＞ 
①指定管理者制度の継続による安定収入の確保 
②利用者サービスの向上 
③施設や設備の適切な維持管理 
④次期設備更新時を見据えた活用方法 
及び新たな駐車場整備の検討（第５章関連） 

＜目標達成への取組み＞ 
①コンセッション方式による更なる経費の削減 
②工業団地への進出予定者等に対する支援 
③関係市町等と連携した水需要の開拓 
④施設や設備の適切な維持管理と計画的な設備更新 
⑤官民連携における技術力の維持と経営管理体制の 
強化 

第５章 新規事業 
第６章 地域貢献 
（県政貢献・地元貢献） 

＜方向性＞ 
・ノウハウのある水力発電所の新
規開発への取組み（電気事業） 

・人口減少・少子高齢化に対応し
た資産活用の検討（資産有効活
用事業） 

・採算性を前提に県政の課題解決
に向け大規模な装置産業や長期
の運営が必要な事業の企画 

 
＜目標達成への取組み＞ 
①新規の水力発電所の着工に向け
た流量調査等の再開 

②県営駐車場の新たな用途の検討
を開始 

③県政の課題解決のため事業化に
向けた各種調査・資料収集・意見
交換等の実施 

 

＜方向性＞ 
・新たな地域貢献事業の検討及び
その財源の確保 

・企業局の知識や経験を活かした 
地域貢献の強化と SDGs（持続可
能な開発目標）の取組みの推進 

・施設所在市町村への貢献の継続 
・企業局の取組む事業の理解促進
のための積極的な広報 

＜目標達成への取組み＞ 
①県政の課題解決に向けた新規事業
の企画（第５章関連）と資金確保 

②県施策支援のための一般会計繰出 
③温室効果ガス削減等の取組み推進 
④施設所在市町村のニーズに沿った
効果的な支援や発電施設整備の協
力等の実施 

⑤広報媒体を活用した PR等の実施 

第７章 実績評価と計画の見直し、公表 

（ＰＤＣＡサイクル） 

（１）経営管理指標の設定 供給電力量、安定供給率、駐車台数等 
（２）内部評価 企業局事業推進会議の開催（四半期毎） 
（３）外部評価 企業局経営評価委員会での実績評価（毎年度） 

（１）アクションプランによる取組みの確認と改善 
    ※第Ⅰ期（R2～R5の４年間） 
（２）経営基本計画の中間見直し（R6） 

（１）内容 取組状況と評価等 
（２）方法 県ホームページ等 

時期 委員会開催後 2か月以内 
評

価 

見 
直 
し 

公

表 

利

益

目

標 

経営の基本方針（戦略目標） 

○発電事業を基幹事業として

維持しつつ、新規事業の取
組みなどにより「更なる公
共の福祉の増進」を図る 

○県内全域を対象にした新たな
「県政貢献」に取り組む 

○施設所在市町村の地域振興の
ための「地元貢献」を行う 

○企業局の認知度向上を目指す 

億円 

参考資料１ 



第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 R4年度の主な実績･成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

水車発電機等 更新
・水車発電機据付
・無水試験

・無水試験、有水試験

・発電再開（8月）

屋外変電設備 改造
・現地工事
・受電、工事完了

建築物その他 改修（舗装含む） ・現地工事

取水口スクリーン 総管
改修
※現地工事R3.10月～R4.5月

コンクリート斫り、スクリーン
桁取り外し取り付け、スク
リーン取付（完了）

土木・鋼構造物 ※R3年度工事完了

水車発電機等 更新
・水車発電機据付
・無水試験

・無水試験、有水試験

・発電再開（8月）

屋外変電設備 改造
・現地工事
・受電、工事完了

建築物その他 改修 ・現地工事

放水庭排水ポンプ 総管

土木・鋼構造物 電気班 ※R3年度工事完了

緑川第1・第2
発電所共通

集中監視システム 総管
更新工事完了。
※現地工事　～R4.9月

・集中監視システムと水車
発電機との総合調整試験

・システム本格運用開始

　事務処理、工事完了
緑川第1・第2
発電所共通

　集中監視システムと水車発電機と
の総合調整試験が完了し、令和4年
11月から新システムの本格運用を開
始。

Ａ

　システム開発後に、採用した基本
OS（HP-UX）のメーカーサポートが終
了することが判明したため、令和10
年12月までに基本ＯＳの更新を行う
必要がある。

緑川第1発電
所リニューアル

緑川第2発電
所リニューアル

「熊本県企業局経営戦略2020（アクションプランⅠ）」等に係る令和４年度取組状況整理表

事業
区分

取組テーマ 内容 項目 詳細 担当 R４計画
経営
管理
指標

R４
目標値

電気事業

❶ 着手中の大
規模設備更新
（ﾘﾆｭｰｱﾙ）の完
了

○緑川第一及び第
二発電所のリニュー
アル工事を着実に進
め、令和3年度末ま
でに発電を開始しま
す。

緑川第1発電
所リニューアル

電気班

電気班

緑川第2発電
所リニューアル

緑川リ
ニューア
ル進捗率

100%

R4実績評価

・緑川第一及び第二発電所のリ
ニューアル工事を完了し、第一は8
月、第二は9月に発電を再開した。ま
た、両発電所とも11月1日からFITを
適用した。

・関連工事等も含めて市房・緑川4発
電所リニューアル事業をすべて完了
した。

・引き渡し後1年及び保証期間満了
時（2年）のメーカー点検の確実な実
施

・効果的・効率的なメンテナンスによ
る電力の安定供給

Ａ

項目
（再掲）

【 戦略目標１ 】

経営基盤・組織を強化し全事業の黒字化

▼完了：青 ▼継続：黒

【目標の達成度】 R4目標値に対する達成度又はR4取組予定に対する取組実績

「Ａ」80％以上 「Ｂ+」50～79％ 「B-」30～49％ 「Ｃ」 30％未満 「－」外的要因等により評価できず 参考資料２
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第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 R4年度の主な実績･成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

「熊本県企業局経営戦略2020（アクションプランⅠ）」等に係る令和４年度取組状況整理表

事業
区分

取組テーマ 内容 項目 詳細 担当 R４計画
経営
管理
指標

R４
目標値

R4実績評価
項目
（再掲）

▼完了：青 ▼継続：黒

【目標の達成度】 R4目標値に対する達成度又はR4取組予定に対する取組実績

「Ａ」80％以上 「Ｂ+」50～79％ 「B-」30～49％ 「Ｃ」 30％未満 「－」外的要因等により評価できず 参考資料２

電気班

・年間研修計画に基づく特別
教育等の受講

・保安教育の実施（10月）

・年間研修計画の作成
・計画に基づく研修受講

・保安教育（10月）

　年間研修計画の計画的な受講の
ため、進捗状況を管理し、受講予定
者へのアナウンスを定期的に行った
ことにより、概ね計画通りに実施する
ことができた。

Ａ

・職員の更なる技術力向上につなげ
るため、R4年度の実施状況を総括
し、研修計画の精査、必要に応じた
見直しを行う。

・年間研修計画の計画的な受講のた
め、引き続き進捗状況を管理し、受
講予定者へのアナウンスを定期的に
行っていく。

総管
・過去10年間の平均値(127.1
時間(5発電所計))を下回る

・適切かつ効率的な点検及
び点検作業時の安全確保
を確実に実施する。

　年間の点検作業時間は、累計で
548.7時間となっているが、市房第一
発電所の漏水調査を除けば68.7時
間となり、過去10年間の平均値を下
回った。

Ｂ＋
　今後も定期的な点検を計画的に実
施する。

発電電力量の最大
化

目標供給
電力量

159GWh
総管

電気班
施設班

・目標102.7GWh

・目標17.9GWh ・目標29.3GWh ・目標27.4GWh ・目標28.1GWh ・主要4発電所におけるリニューアル
後の初期トラブルや災害による笠振
発電所の長期停止はあったものの、
平年以上の降雨もあり、年間累計
100.9GWhを供給。

・笠振発電所については、R5.3.29に
復旧し発電を再開した。

Ｂ＋
　各発電所における初期トラブルの
解消。

船津ダム堆砂
対策

－ － 施設班

・通砂の継続実施
・緑川ダム管理所等との連携
による堆砂除去の検討
・堆砂除去（ダム中流域部）

・通砂実施に係る関係機関
への説明
・通砂の実施

・緑川ダム管理所等との堆
砂除去に係る連絡調整

・船津ダム調整池深浅測量
委託発注・契約

・船津ダム調整池深浅測量
・堆砂状況の評価
・堆砂状況報告（国交省）

・通砂実施（3回）

・国交省（熊本河川国道事務所、緑
川ダム管理所）との堆砂対策に係る
協議（5月、8月、12月）

・深浅測量及び堆砂状況の評価

Ｂ＋

・堆砂量は、出水等によって流入す
る土砂量とダムから流出される土砂
量のバランスによって増減するもの
であるが、令和3年度の深浅測量結
果、堆砂量は422,400㎥(計画堆砂量
の102.3％)で、目標値である100%未
満を若干超えた。

・緑川ダム管理所等との連携による
堆砂対策の検討

・通砂の継続実施

災害防止と災害対
応
（保安点検）

－ － 総管
・電気事業法に基づく定期点
検を計画的に実施

・電気事業法に基づく定期
点検を計画的に実施

　安全対策を考慮した計画を作成。
点検前にミーティングを行い周知徹
底することで災害発生を防止した。

Ａ
　引き続き安全を考慮するとともに、
職員一人一人の安全意識向上を図
る。

災害防止と災害対
応
（局防災会議）

－ －

・５月局議後に局防災会議実
施予定（局防災計画の修正
点等及び各支部計画の確
認）

・局防災会議の実施（局防
災計画の修正点等及び各
支部計画の確認）

・局防災計画に基づき集中豪
雨、台風等の災害に対応

　局防災会議を5月27日に実施し局
防災計画の修正点等及び各支部計
画の確認を行い災害等の発生に備
えた。

Ａ

　例年、梅雨入り前の5月に局防災
会議を開催し、会議の中で、県防災
計画の修正等を踏まえ、局防災計画
の修正を行っており、次年度も同様
に実施する。

災害防止と災害対
応（BCP作成）

－ －
・リスク発生時の適正なBCP
等の運用と必要に応じた見
直し

・新型コロナウイルス感染症、鳥
インフルエンザ等のリスクへの
対応

・新型コロナウイルス感染症の感染
拡大に際し、健康危機管理課等から
の通知や情報を企業局内に展開し、
注意喚起を行うとともに、感染者や
濃厚接触者の発生にあたって、適
宜、適切な報告を行うことで各所属
の業務の停滞防止を支援した。

・加えて、鳥インフルエンザの発生に
備え、連絡体制及び防疫業務への
動員体制を整備し、各所属へ周知す
ることを通じ、危機意識の共有化を
図った。

Ａ
　適宜、実効性のある内容となるよう
BCP見直しが必要。

施設の耐震化 － －

ダム・発電所の長
寿命化

－ －
・長寿命化計画検討業務委
託（仮）内容検討、予算要求

・長寿命化計画検討業務委
託（仮）の内容検討

・長寿命化計画検討業務委
託（仮）R5年度予算要求

・長寿命化計画検討業務
委託（仮）発注準備

　R5年度の長寿命化計画検討業務
委託の発注に向けて、内容検討、予
算要求、発注準備を行った。

Ａ

　R5年度は幸野ﾀﾞﾑ及び船津ﾀﾞﾑの
長寿命化計画作成を確実に実施す
るとともに、R6年度以降に予定してい
る発電所等の長寿命化計画作成に
向けた検討を着実に進める必要があ
る。

オンコールによる
短縮化

・オンコール等を活用し、ト
ラブルを早期解決し安定供
給を図る。

・オンコール等を活用し、発電停止期
間の短縮を図った。

・故障停止期間は、累計で296.7時間
となり過去10年間の平均値を下回っ
た。

Ａ
　今後もオンコール等を活用し、適切
な維持管理を実施する。

停電作業の効率化
・更新後の設備を定期点検
する際のマニュアル・操作
伝票を作成する。

　リニューアルの機器更新に伴い、
定期点検のマニュアル等の改訂を
行った。

Ａ
　引き続き最新機器に併せた改訂を
実施する。

電力の安定供
給

総務班

電気班

総管
トラブル停止期
間の短縮

点検に伴
う発電停
止時間

過去10年
間の平均
値を下回
る

故障停止
時間

過去10年
間の平均
値を下回
る

適切かつ効率的な
点検・点検作業時
の安全確保

トラブル停止期
間の短縮

❷ 発電所・ダム
の適切な維持管
理と新規発電所
の建設

○効果的・効率的な
メンテナンスにより電
力の安定供給に努
めます。

○技術力向上等に
よるトラブル停止期
間の短縮を図りま
す。

電気事業

電力の安定供
給

・過去10年間の平均値(318.2
時間(５発電所計))を下回る

※工事等に伴うダム貯水位制限や運転時間の制約等について、工事担当課や上部ダム等と適時適切に連絡調整を実施し、

最適な発電・水位運用を行うことで供給電力量の最大化を図る
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第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 R4年度の主な実績･成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

「熊本県企業局経営戦略2020（アクションプランⅠ）」等に係る令和４年度取組状況整理表

事業
区分

取組テーマ 内容 項目 詳細 担当 R４計画
経営
管理
指標

R４
目標値

R4実績評価
項目
（再掲）

▼完了：青 ▼継続：黒

【目標の達成度】 R4目標値に対する達成度又はR4取組予定に対する取組実績

「Ａ」80％以上 「Ｂ+」50～79％ 「B-」30～49％ 「Ｃ」 30％未満 「－」外的要因等により評価できず 参考資料２

人員数の確保と業
務の効率化
（人員の確保）

－ － 総務班
・新規職員採用に係るリク
ルート活動

・工科系学科がある学校への訪
問（受講案内配付、情報収集な
どによる募集促進を実施） ・学校訪問等により得た情報や

要望を今後の募集活動につなげ
るために人事委員会事務局主
催による意見交換会に参加

・人員数確保のためのリクルー
ト活動

・年度初めや年度末、採用試験募集
期間、内定時期などに県内主要校の
学校訪問を実施した。加えて、大学
や人事委員会等が主催する各種就
職説明会への参加を通じて企業局
技術職のＰＲを行い採用試験受験者
の確保に務めた結果、新規採用職
員2名を確保した。
　
・新たな試みとして企業局の認知度
向上を目的としたインターンシップを
試行した。

Ａ

・採用試験受験者出身校を中心とし
た効果的な学校訪問を実施

・民間経験者枠対象者への効率的な
募集活動方法の検討・実施

・インターンシップの内容・期間の検
討並びに主な対象となる電気系学生
へのPR（インターンシップ参加者の
確保）

人員数の確保と業
務の効率化
（会計専門家等の
活用）

－ － 財産班

・経理事務のスキルの平準
化が図られるように、効果的
な研修の受講、専門家への
相談等を行う。

・新任職員の研修は計画どおり実施
できた。

・国からの消費税に係る照会に対し
ては専門家からの意見を活用した対
応ができた。

Ｂ－

　新任職員には早期の基礎知識の
習得（特に経理関係）を図れるよう、
研修計画を設定し、他の職員も業務
の効率化につながる科目の受講を
進めていく。

人員数の確保と業
務の効率化
（RPAによる効率
化）

－ － 総務班

・RPAの今後の進化、RPA導
入に適した作業の有無、県高
度情報化の推進状況を踏ま
え、R5年度以降の対応を検
討

・RPA導入所属（情報政策
課、市町村課、総務厚生
課、自動車税事務所、病院
局）との意見交換

・情報収集などによりR5以
降の検討

・R5以降の方針決定

・必要に応じ予算要求など

・必要に応じ次年度へ向け
た対応

　検討の結果、現時点では対象とな
る業務の処理件数が少なく、RPA導
入の費用対効果が得られないことに
加え、システム停止の多発や頻繁に
システムの改修が必要となる等、技
術的課題も多くあることから、企業局
では当面、導入しない方針とした。

Ａ

　適宜情報収集を行い、技術的課題
等がクリアされ、RPAの導入効果（費
用対効果）が確認できた時点で、再
導入について改めて検討する。

電気主任技術者の
確保

電気主任
技術者免
状保有者
数

現状維持
（第二種6
人、第三
種6人）

電気班

・申請、受験の働きかけ、支
援

・各種機会を捉え、資格取得
の意義の浸透を図る

・申請、受験の働きかけ、支
援

・第三種受験申込 ・第三種受験 ・第三種受験申込 ・第三種受験

　電気主任技術者：5名が電験三種
試験を受験し、１名が資格取得

Ａ

　電気主任技術者については、新規
採用職員及び若手職員へ重点的に
受験の働きかけを行うとともに、資格
取得の意義の浸透を図る。

ダム管理主任技術
者の確保

－ － 電気班
・ダム管理主任技術者研修
受講（4月学科、5～7月実技）

・学科研修受講（4月）

・実技研修受講（5～7月）
・R5年度受講申込

　ダム管理主任技術者：1名が資格
取得

Ａ
　当面、ダム管理主任技術者につい
ては、今後も毎年度1名の資格取得
を行う。

各種研修の受講 － － 総務班
・養成研究費による研修受講
計画の策定及び当該計画に
基づく受講

・研修計画の策定

・策定した研修計画に基づく
受講

・研修実績の取りまとめ
　受講計画における延べ人数120人
に対し、受講実績128人

Ａ

企業局における人材育成（事務・技
術）の基本方針（R2.8.14）に沿って必
要な予算確保を行い、適切に実施し
ていく。

重点13研修の受講
技術研修
受講率

対象職員
の受講率
100%

電気班

・R4年度以降の受講計画を
作成

・技術職員研修実施要領及
び年間研修計画に基づく研
修受講

・R4年度以降の受講計画を
作成

・技術職員研修実施要領及
び年間研修計画に基づく研
修受講

・対象職員の配置を踏まえて令和4
年度以降の受講計画を作成した。

・対象職員は研修機会が多く他の業
務との調整がポイントとなるが、進捗
状況を的確に管理し、受講予定者へ
のアナウンスを定期的に行ったこと
により、概ね計画通りに実施すること
ができた。

Ａ

　対象職員の令和5年度の配置を踏
まえて受講計画を作成し、的確な進
捗管理により重点13研修の確実な受
講を図る。

大規模工事時の研
修会開催

－ －
電気班
総管

・大規模工事時の研修

・発電所保守点検マニュアル
の作成等

・市房発電所2年目点検研
修

緑川3PS O.H研修
集中監視システム操作研
修

・保守要項の見直し検討
・保守要項の改訂

・計画に基づき各研修を実施した。

・技術力向上、技術継承を目的とした
研修、ＯＪＴ、マニュアル整備等を適
宜実施。

・保守要項については、各発電所の
設備状況に応じた内容に見直し、検
討を行った。

Ａ

・年度当初に計画を作成の上、着実
に研修を実施し技術力の向上、技術
継承を図る。

・引き続き、技術力向上、技術継承を
目的とした研修、ＯＪＴ、マニュアル整
備等を適宜実施していく。

・保守要項の改訂を行う。

人材の適正確
保等

技術力の向
上・技術継承

人材の適正確
保等

技術力の向
上・技術継承

電気事業

❸ 技術者の安
定的な確保と技
術力向上、技術
継承

○発電所やダム等
の管理と運営、施設
更新や新規開発に
必要な電気、機械、
土木技術者を計画
的に確保します。

○技術力向上のた
め各種講習会や研
修会の受講、先進地
視察、必要な資格取
得等を行います。

○将来への技術継
承のためにＯＪＴ（現
場研修等）やマニュ
アルの作成等を行い
ます。

継続
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第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 R4年度の主な実績･成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

「熊本県企業局経営戦略2020（アクションプランⅠ）」等に係る令和４年度取組状況整理表

事業
区分

取組テーマ 内容 項目 詳細 担当 R４計画
経営
管理
指標

R４
目標値

R4実績評価
項目
（再掲）

▼完了：青 ▼継続：黒

【目標の達成度】 R4目標値に対する達成度又はR4取組予定に対する取組実績

「Ａ」80％以上 「Ｂ+」50～79％ 「B-」30～49％ 「Ｃ」 30％未満 「－」外的要因等により評価できず 参考資料２

企業局の遊休地の
有効活用と処分

未処分の
遊休地の
面積

74,451.58
㎡

・企業局未利用財産台帳に
基づき、優先順位の高い、譲
渡可能性の高い物件から処
分する。

・処分に向けた協議
　未利用財産9箇所中3箇所につい
て、八代市への譲渡に向けた協議が
まとまった。

Ｂ＋

　アクションプラン最終年度は、短期
的にも活用（貸付等）が見込めないも
のを「売却できない土地の管理方針」
として整理を行う。

確実で有利な資金
管理

余剰金に
対する運
用資金の
割合

資金運用
として80%
以上

・引合の対象となる金融機関
の拡充を諮り、確実性を高め
る。
・研修等により職員のスキル
アップを行う。

・研修の受講
　市中金利がわずかに上昇した影響
で、昨年度よりも好条件で引合を得
ることができた。

Ｂ＋

　発電所の大規模リニューアル工事
の完了による資金繰りリスクの減少
と本来の売電額の回復により、余裕
資金の増加が期待されるところでは
あるが、リニューアル発電所におけ
る初期不具合のリスクも考慮する必
要があるため、状況を踏まえて運用
額の増減を検討したい。

土地台帳の電子化 － －

・土地台帳を電子化したエク
セルデータの整理（電気）を
年末までに完了する。
・最新データとするための基
礎資料（登記簿謄本、字図
等）の収集

・データ整理

・基礎資料の収集
　（随時）

　電気事業に係る土地台帳の最終整
理が一部未了。

Ｂ－
　上半期に土地台帳の電子化を完了
し、令和5年度発注のGISのデータ
ベースに搭載予定。

固定資産情報の会
計システムとの統
合

－ －

R4年度からの固定資産情報
システム稼働にあたり、旧方
式（ファイルメーカーの使用）
と並行して使用し、動作確認
を行う。

・システム稼働及び旧方式
によるカバー、バックアップ

　担当者向け操作マニュアル等を作
成し、システムの本格稼働に備え
た。

Ｂ＋

保有資産のGIS（地
理情報システム）
による管理

－ －

GISシステムに関し、R5年度
の発注を目指し、委託費の予
算要求、仕様書の作成、土
地台帳の整理等を行う。

・土地台帳の整理

・仕様書の作成

・R5年度予算要求 ・委託発注準備

　令和5年度の発注に向け予算を確
保し、仕様書を作成した。

Ｂ＋
　令和6年度稼働を目指し、令和5年
度にシステムを導入する。

保守管理支援シス
テムの導入

－ － 総管

保安管理支援システム提案
及び発注図書作成業務委託
施行
※履行期間　～R5.2完了

・業務委託準備
・業務委託
（システム提案・発注図書
作成）

　R5.1月に契約が成立し、2月には初
回打ち合わせを実施。3月から現況
の課題抽出整理に取り掛かる。

Ｂ－
　システム案作成、システム導入に
ついての予算要求、発注図書作成
（履行期間～R5.11）

先進技術を活かし
た施設管理

－ － 電気班
・国の動向及び他県等の取
組みを参考にし、内容を検討
する

・国の動向・他県等の調査

・WG開催

　設置準備に時間を要し、予定よりも
遅れたものの、WGを無事に立ち上げ
開催した。

Ｂ＋

　保安管理支援システム提案等委託
受注者とも連携し、当面の課題であ
るシステム導入へ向けてWGを効果
的に運営する。

各種市場の情報収
集等

－ －

・電力システム改革について
は、引き続き、見直しや新た
に導入される制度等の動向
に注視していく。
・Ｎ－１電制
・送電線利用料他

・経済産業省の各委員会で
議論される制度設計等の情
報収集・整理

　公営電気事業経営者会議から提供
される「電力・ガス取引監視等委員会
の制度設計専門会合」の情報を中心
に収集を行い整理した。

Ｂ＋

　電力システム改革については、引
き続き、見直しや新たに導入される
制度等の動向を注視していく。

九電との電力料金
交渉

ＦＩＴ以外の売電方
法の検討

前年度に引き続き、他県の他
県の売電方法（入札等状況）
について情報収集を進める。
・R8年度契約分の入札方法
等の検討（一般入札又はプロ
ポーザル）

・他県の売電方法（入札等
状況）の情報収集
・プロポーザルで実施する
場合のメリット・デメリットの
検討整理

　12月にRE100の定義変更等の局内
勉強会、1月は新電力と意見交換、
環境価値の活用方法を提案させる
内容について整理する調査費を計
上。

Ｂ＋
　R5年度に実施される料金協議で
は、売電単価アップに向けた準備を
行う。（発電側基本料金等）

保有資産の適
切な管理

資産台帳の電
子化

ITの活用によ
る効率化

売電方法の見
直し

FIT以外の
売電価格

1kwh相当
単価9.00
円以上

電気事業

❹ 保有資産の
適切な管理運用
とITの活用

○遊休地がある場
合は有効活用法を
再検討し、なければ
譲渡等の処分を行
います。

○資産台帳の電子
化を進め、効率的な
管理や決算業務の
短縮化を図ります。

○施設や設備の維
持管理（図面や故障
歴等のデータ）にIT
を活用し、業務の効
率化を図ります。

❺ 電力システ
ム改革や電力
受給に関する長
期契約終了を見
据えた売電方法
の見直し

○電力システム改革
に伴う各種市場創設
動向に注視し、機会
損失にならないよう
対応します。

○九州電力との電
力受給に関する基
本契約終了（令和７
年度まで）後の有利
な売電方法を検討し
対応します。

財産班

資産台帳の電
子化

保有資産の適
切な管理

ITの活用によ
る効率化

売電方法の見
直し

経営班

定期引合 定期引合
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第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 R4年度の主な実績･成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

「熊本県企業局経営戦略2020（アクションプランⅠ）」等に係る令和４年度取組状況整理表

事業
区分

取組テーマ 内容 項目 詳細 担当 R４計画
経営
管理
指標

R４
目標値

R4実績評価
項目
（再掲）

▼完了：青 ▼継続：黒

【目標の達成度】 R4目標値に対する達成度又はR4取組予定に対する取組実績

「Ａ」80％以上 「Ｂ+」50～79％ 「B-」30～49％ 「Ｃ」 30％未満 「－」外的要因等により評価できず 参考資料２

コンセッション
方式への移行

円滑な導入・移行
コンセッ
ション

移行済
経営班
施設班

・前年度に引き続き、運営権
者や関係各所と協議を行い、
今後円滑に業務を進めること
ができるよう課題の整理を
行っていく。

・運営権者や関係各所との
協議、課題の整理

コンセッション
方式への移行

・運営権者と共有する課題管理表を
作成し、解決に取り組んでいった。

・前年度からの積み残しであった県
に対する瑕疵担保責任（廃液処理、
屋根破損、ITV故障）は全て解決して
いる。

Ａ

・引き続き、これから発生するであろ
う課題に対して管理表で共有し、早
期解決を図っていく。

・今後も建設的な議論を積み重ねな
がら長期に渡るコンセッション事業を
推進していく必要がある。

－ － 経営班

－ － 施設班

企業誘致による需
要拡大

新規給水
量

1社もしく
は日量
100㎥以
上

・更なる収入面の改善とし
て、（TSMCを代表とする）複
数の半導体関連企業の県内
立地が予想されることから、
企業誘致部門の取組に併せ
て企業局として工水活用の
可能性の検討・調査を行いな
がら、新規ユーザー等の獲
得により収入増を目指す。

・施設班と連携しながら熊
本空港周辺の工業団地候
補に係る現地調査等情報
収集（企業立地課と連携）

・施設班と連携して水量や
水質などの条件を仮設定
し、概算における採算性検
証

（投資金額対回収年数）
→可能性があるならば、
来年度基本設計予算計上。

・関係者等への事業説明。
・引続き関係省庁及び庁内
関係部署と協議。

　有明工水未利用水の活用に向け、
基本設計や採算性等の調査検討に
要する経費を来年度予算に計上し
た。

Ａ

　半導体関連製造企業はJASMに見
られるように、立地決定から製造開
始まで想定よりかなり早いスピードで
進められる。その企業の進出スピー
ドに乗り遅れないように来年度早期
の発注し、あらかじめ事業化の見通
しを立てておく必要がある。

立地企業への営業 営業件数 10件以上

・運営権者がユーザー企業と
の情報連絡協議会を開催す
る際には、企業局も必要に応
じて、当該協議会に出席し、
営業活動を行う。また、管路
ルート沿いの市町村、企業へ
の定期的な訪問活動を行
い、新規ユーザー等の獲得
により収入増を目指す。

・工水利用の問い合わせ対
応（随時）
・運営権者とＰＲ活動、訪問
活動に関して情報、意見交
換

・半導体関連企業への有明工水未
利用水活用に伴う工水供給に関する
取組に注力している。関係者首長等
説明の際、有工において工水需要拡
大をお願いしている。

・その他、今年度もコロナ禍の影響
のため、問合せがあった企業（案件）
に対し、個別対応を行った。

・結果、試算を行っているのは、有工
は三光（株）、JASM関連、八代は三
菱ケミカル（株）、加賀島バイオマス
の4件。

－

・三菱ケミカル（株）は八代工水から
供給するための試算結果を渡してお
り、まだ同社内で検討中。
・また、加賀島のバイオマス発電につ
いても試算を行っているが港湾課に
試算結果は渡していない。今後の動
きに注視しておく必要がある。

その他用途への活
用

給水契約
率

40%以上

・前年度に引き続き、運営権
者が提案している未利用水
を活用した継続的な企画検
討について企業局も連携協
力する。２０年で３件の事業
化を目標と掲げている（マイ
クロ水力発電、道路維持管
理に必要な散水用の給水、
洗車場の運営）。

・運営権者と随時進捗状況
等の打合せ

・半導体関連企業への有明工水未
利用水活用に伴う工水供給に関する
取組に注力している。

・一方で今年度運営権者から特出す
る話はあっていない。

－
　引き続き運営権者と連携しながら
進めていく必要がある。

八代工水新規
ユーザーへの
対応

未利用水の活
用

○八代臨海工業団
地の大型案件につ
いては建設工事の
工程に沿って計画的
に配管整備を行いま
す。

○建設工事期間中
の杭打ち工事用の
給水を行います。

八代工水新規
ユーザーへの
対応

経営班

工業用水
道事業

❶ コンセッショ
ン方式による更
なる経費の節減

○有明・八代の更な
る経費節減のため
令和３年度からの公
共施設等運営権（コ
ンセッション）方式の
導入を図ります。

○コンセッション移行
後の業務量見直しに
応じた企業局内共通
管理費の配分見直
しを行います。

❷ 工業団地へ
の進出予定者
等に対する支援

❸ 関係市町等
と連携した水需
要の開拓

○県工業団地の未
分譲地や関係市町
で計画する工業団地
への企業誘致にお
いて関係者と連携し
て取り組みます。

○既に進出している
事業者への増量や
工業用水への切り
替えについて営業を
行います。

未利用水の活
用

バイオマス発電所
への給水
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第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 R4年度の主な実績･成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

「熊本県企業局経営戦略2020（アクションプランⅠ）」等に係る令和４年度取組状況整理表

事業
区分

取組テーマ 内容 項目 詳細 担当 R４計画
経営
管理
指標

R４
目標値

R4実績評価
項目
（再掲）

▼完了：青 ▼継続：黒

【目標の達成度】 R4目標値に対する達成度又はR4取組予定に対する取組実績

「Ａ」80％以上 「Ｂ+」50～79％ 「B-」30～49％ 「Ｃ」 30％未満 「－」外的要因等により評価できず 参考資料２

都呂々ダム
放流警報装置

－ － ※R3年度で終了

都呂々ダム
管理棟設備

－ － ※R3年度で終了

都呂々ダム
ITV装置等

－ － ※R3年度で終了

中の田ポンプ場
ポンプ設備

－ － ※R3年度で終了

中の田ポンプ場
取水場監視制御装
置

－ －

現在の運転状況や将来の需
要予測、ＢＣＰ等を考慮した
ダウンサイジング等の施設の
仕様検討及び施設更新計画
の見直し

・設計業務委託
・基本仕様の検討 ・施設更新計画案作成

・更新計画修正版（案）作
成

・単純更新予定であった中の田ポン
プ場施設について、現在の運転状況
や将来の需要予測、ＢＣＰ等を考慮
したダウンサイジング等の設備仕様
見直しを実施。

・見直した設備仕様変更を反映して
既設施設更新計画を見直し。

・R5年度に予定していた監視制御装
置更新は、R6年度以降に延期。

Ａ

・見直し後の施設更新計画（案）にお
いて、単年度資金不足が生じる年度
が発生するため、対応（九電との協
定見直し含む）について、関係各機
関との調整が必要。

・資金面の課題が解消された時点で
正式に更新計画を改訂する予定。

技術研修受講等 － －

・職員のモニタリング対応力
（技術力）が求められることか
ら、今後も続き、技術研修等
を通じて技術力の維持、確保
に努めていく。
・有識者や代表企業のＢＣＰ
専門部門がコーディネーター
を務める公民協働ＢＣＰワー
クショップにて、防災への意
識を高め、運営権者が実施
するBCP訓練に参加する。

・運営権者と協議会内容及
び時期等について随時打
合せ

・2月に沈殿池に係る技術継承研修
を実施。

・数回のワークショップと3月に実施し
たBCP訓練を通じて、防災への意識
向上が図られた。

Ａ

・モニタリング対応力維持のため、技
術継承研修は引き続き実施してい
く。

・今後はブラインドにてBCP訓練を実
施することを検討していく。

モニタリング体制
整備（需要開拓強
化含む）

－ －

・本事業がＰＦＩ法その他の法
令等及び要求水準等を満た
す方法により運営しているか
の良否を判断するため、県に
よるモニタリングを実施する
必要がある。このことから職
員のモニタリング対応力（技
術力）が求められ、今後も引
き続き、技術研修等を通じて
技術力の維持、確保に努め
ていく。

セルフモニタリング報告
　・運転管理（四半期毎）
　・保全管理
　・顧客管理
　・任意事業

　・施設更新（随時）

　・経営管理（1年毎） ・事業総括責任者（SPC）に
よる事業管理（外部モニタリ
ング、外部監査）

・企業局によるモニタリング

・工務課とコンセッション事業が開始
して初めての県のモニタリングを7月
に実施した。

・ほとんどの項目で適合していること
を確認しているが、1点指摘有り。（受
水先企業に対し、受水企業メールア
ドレス一覧を誤って添付して送信した
事案について、速やかなフォローアッ
プが行われ、また、再発防止策が講
じられているが、今後、同様の事案
が発生しないように努めること。）

Ａ

　引き続き、運営権者が公共施設等
運営権実施契約に定められた業務
を適正かつ確実に履行し、要求水準
を安定的に充足できていることを確
認するため、県のモニタリングを実施
していく。

（都呂々ダム）
計画的な設備
更新等の推進

適切なモニタリ
ングの実施

経営班
施設班

工業用水
道事業

❺ 官民連携に
おける技術力の
維持と経営管理
体制の強化

○民間事業者の運
営期間においても技
術水準を維持し向上
を図れるよう研修等
を受講します。

○民間業者が実施
する業務に対して適
切なモニタリングを
行うため専任者を配
置します。

適切なモニタリ
ングの実施

❹ 施設や設備
の適切な維持管
理と計画的な設
備更新

○都呂々ダムは簡
易水道と灌漑用水に
も利用されており給
水停止にならないよ
う努めます。

○「アセットマネジメ
ント（施設更新計
画）」に基づく計画的
な施設・設備更新を
行います。

（都呂々ダム）
計画的な設備
更新等の推進

都呂々ダム
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第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 R4年度の主な実績･成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

「熊本県企業局経営戦略2020（アクションプランⅠ）」等に係る令和４年度取組状況整理表

事業
区分

取組テーマ 内容 項目 詳細 担当 R４計画
経営
管理
指標

R４
目標値

R4実績評価
項目
（再掲）

▼完了：青 ▼継続：黒

【目標の達成度】 R4目標値に対する達成度又はR4取組予定に対する取組実績

「Ａ」80％以上 「Ｂ+」50～79％ 「B-」30～49％ 「Ｃ」 30％未満 「－」外的要因等により評価できず 参考資料２

指定管理
者制度

移行済

安定供給
達成率

100%

駐車（利
用）台数

20万台以
上

稼働率 90%以上

定期契約
率

90%以上

❷ 利用者サー
ビスの向上

○指定管理者の公
募において利用者
サービスの向上につ
いて提案に盛り込み
ます。

○指定管理者による
継続的な利用者アン
ケート調査結果によ
る適切な助言を行い
ます。

利用者サービ
スの向上

指定管理者による
利用者サービス

利用者満
足度

利用者ア
ンケート各
項目の良
い以上の
割合が
80%以上

・管理仕様書に基づき、利用
者調査を実施する
(ア) 施設管理状況
(イ) 利用条件
(ウ) 職員対応状況
(エ)サービス全般

・結果報告及びモニタリング
による助言

※指定管理者による利用
者アンケートの実施（2月）

利用者サービ
スの向上

・３年ぶりに開催された熊本城マラソ
ンに伴う更衣所等は従来の設営方
法やアンケート内容の変更、更に県
内広報紙に掲載するなど試行的な取
組みを実施し、更衣室等利用者が前
回より増加した。（108名の利用。）

・指定管理者においてはＱＲコードを
利用したアンケート調査を実施。

Ａ

　引き続き、利用者の利便性向上の
ための取組みを行っていく必要があ
ることから、指定管理者による利用
者アンケート調査で確認をしていく。

計画的な維持
補修

外壁～駐車場制御
装置

－ － 施設班 給水設備等改修
・現地調査

・工事仕様書作成
・発注準備
・施行伺起案・発注

・工事発注見合せ 計画的な維持
補修

　工事発注を行ったが不調（2回入札
実施）

－

　施工数量的に小規模工事となり、
積算額と指名業者の見積額が乖離
している（金額が折り合わない）こと
等から保全計画を見直し、令和7年
度予定の衛生設備等改修に併せて
施行する。

指定管理者と
の調整

作業時間の調整 － －
施設班
経営班

・利用者への安全の配慮と営
業支障短縮に向けた工程等
の調整（施設班）

・施工内容、工期及び施工
時の利用者への対応等に
ついて指定管理者と協議
（施設班）

・工事発注見合せ 指定管理者と
の調整

　工事発注を行ったが不調（2回入札
実施）

－

　施工数量的に小規模工事となり、
積算額と指名業者の見積額が乖離
している（金額が折り合わない）こと
等から保全計画を見直し、令和7年
度予定の衛生設備等改修に併せて
施行する。

❹ 次期設備更
新時を見据えた
活用方法及び
新たな駐車場整
備の検討

○次期更新を見据
えて中心市街地での
公営駐車場の継続
の有無について他
の活用を含めて検
討を行います。
○中心市街地外で
の新規の駐車場整
備について検討を開
始します。

次期更新時の
活用方法

活用方法の検討 － － 戦略班
・他自治体事例等の情報収
集、課題整理

・情報収集、課題整理
次期更新時の
活用方法

　他自治体の複合施設等の事例、Ｐ
ＦＩ等事業手法の情報収集

Ｂ－
　他自治体事例等の情報収集、課題
整理

・指定管理者の運営・財務状
況を管理運営評価票により
評価を行う。
　具体的には、目標に対する
利用台数や発注仕様書及び
事業計画書に基づき実施さ
れる施設維持管理業務等に
よる管理運営評価、企業局
が中心市街地の活性化とし
て実施しているイベント等の
協力状況や利用者増に伴う
取組み状況による運営事業
評価を行うなど、適切なモニ
タリングを実施する

指定管理者の
更新

有料駐車
場事業

❶ 指定管理者
制度の継続によ
る安定収入の確
保

○現在の指定管理
者との契約が令和２
年度で終了するた
め、令和２年度中に
次期指定管理者の
公募を行います。

○指定管理者の運
営・財務状況の適切
なモニタリングを行
います。

○引き続き、立体駐
車場を利用できるよ
う保全計画に基づく
計画的な維持補修
を行います。

○県が実施する工
事においては指定管
理者の営業停止時
間が最短になるよう
工夫します。

❸ 施設や設備
の適切な維持管
理

・7月に駐車場実地調査（モニタリン
グ）を実施した。指定管理業務は２期
目に入ったが、利用者からの苦情も
ほとんどなく、良好な管理業務が安
定して実施されている。

・「目標の達成状況」では、新型コロ
ナウイルス感染症の影響もあり、県
営有料駐車場・第二有料駐車場共に
ＮＰＧ目標値を下回っているが、独自
事業の実施や各種広報等、利用者
増や収支改善に向けた営業努力は
引き続き行われており、評価できる。

　今後も指定管理者の運営・財務状
況の確認を行うため、適切なモニタリ
ングを行っていく必要がある。

－

経営班

・実施した事業の内容及び
実績等を記載した業務報告
書（毎月）

・前年度事業報告書

指定管理者の
更新

円滑な更新

・企業局によるモニタリング
・人事課への報告
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第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 R4年度の主な実績･成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

「熊本県企業局経営戦略2020（アクションプランⅠ）」等に係る令和４年度取組状況整理表

事業
区分

取組テーマ 内容 項目 詳細 担当 R４計画
経営
管理
指標

R４
目標値

R4実績評価
項目
（再掲）

▼完了：青 ▼継続：黒

【目標の達成度】 R4目標値に対する達成度又はR4取組予定に対する取組実績

「Ａ」80％以上 「Ｂ+」50～79％ 「B-」30～49％ 「Ｃ」 30％未満 「－」外的要因等により評価できず 参考資料２

新規水力発電所の
開発有望地点

※開発有望地点の絞り込み
（計画地点の選定）はR6年度
末に実施し、その後、基本設
計や測量等を実施する計画
（R3年度末時点）

新規水力発電所の
開発着工に向けた
準備等

・新規候補地点11ヵ所の現地
調査及び概略検討による絞
り込み（有識者相談、委託実
施）

・砂防堰堤から取水する新規
候補地点の抽出と絞り込み
（有識者相談、委託実施）

・新規水力発電所現地調査
等業務委託発注、契約

・有識者相談

・砂防堰堤から取水する新
規候補地点について、業務
委託発注、契約（又は変更
契約）

・候補地点の絞り込み

・R5年度流量調査発注準
備

・令和3年度に候補地点として抽出し
た12か所について、現地調査や詳細
検討等を実施し、３か所に絞り込み。

・砂防堰堤を対象とした開発可能性
調査を開始。5か所の候補地点を2か
所に絞り込み。

Ａ
　砂防堰堤活用も含めた開発有望地
点について、流量調査等を実施（R6
年度まで）。

水力以外の発電形
式（再エネ研究）

戦略班
（ＰＴ）

・具体的な取組内容の整理
・関係市町村等との情報共
有、意見交換

・具体的な取組内容の整理 　取組内容の再整理 － 　取組内容の再整理

開発に向けた体制
準備

－ －
総務経営課

（電気班）
－

技術指導・技
術相談

市町村への指導・
助成

－ － 電気班
・技術指導や相談等を実施
するための組織体制や実施
項目等の検討

・組織体制や実施項目等の
検討

技術指導・技
術相談

　技術指導・技術相談の実施項目等
を検討し、調査用のドローンや流速
計の購入費用をR5年度予算に計上
した。

Ａ

　新規水力発電所開発業務を進めな
がら、並行して市町村への技術指
導・技術相談に対応できるノウハウ
を蓄積する。

新規発電所建
設

電気事業

○すでに知見のある
水力発電の新規建
設に向け、開発地点
の調査に着手し、開
発可能性の検討を
開始します。
○発電形式ごとの県
内での他事業者の
設置や開発、今後の
動向をリサーチし、
各種資料等を活用
し、新規開発の可能
地点の確認を行いま
す。
○これまでの運営実
績を踏まえ、発電規
模や発電量、採算性
の検証等踏まえ、他
の公営電気事業者
の取組状況を参考
に対象範囲を決定し
ます。
○過去の調査地点
の再検証を行ない、
有望候補地がある
場合は、必要に応じ
て専任者を配置しま
す。
○複数の候補地点
がある場合は、局内
で進め方について協
議を行い、組織体制
の見直しを含め、対
応方針を定め計画
的に取り組みます。

水力発電所の
新規着工

新規発電所建
設

電気班
（ＰＴ）

令和11年
度までに
1か所以
上の開発
調査に着
手

開発箇所
数

【 戦略目標２ 】

県政の課題解決に向け新規事業に挑戦
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第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 R4年度の主な実績･成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

「熊本県企業局経営戦略2020（アクションプランⅠ）」等に係る令和４年度取組状況整理表

事業
区分

取組テーマ 内容 項目 詳細 担当 R４計画
経営
管理
指標

R４
目標値

R4実績評価
項目
（再掲）

▼完了：青 ▼継続：黒

【目標の達成度】 R4目標値に対する達成度又はR4取組予定に対する取組実績

「Ａ」80％以上 「Ｂ+」50～79％ 「B-」30～49％ 「Ｃ」 30％未満 「－」外的要因等により評価できず 参考資料２

新規駐車場の
建設

中心市街地外での
立地

－ －
・空港アクセス鉄道整備ＰＴ
利用促進部会における情報
収集

・ＰＴへの参加、情報交換

・空港アクセス鉄道整備推
進会議

新規駐車場の
建設

　空港アクセス鉄道のルート案変更
により対応なし

－

県営駐車場の駐車
場以外の用途、付
加機能の追加

－ －
・他自治体事例等の情報収
集、課題整理

・情報収集、課題整理
　他自治体の複合施設等の事例、Ｐ
ＦＩ等事業手法の情報収集

Ｂ－
　他自治体事例等の情報収集、課題
整理

県の未利用地の活
用
（企業局以外）

－ －
・県の未利用地に関する情報
収集

・情報収集 　県の未利用地の情報なし － 　県の未利用地に関する情報収集

分散型エネルギー
システム構築

－ －
経営班
（ＰＴ）

・分散型エネルギー構築
に向けた勉強会開催と
構想策定

・送配電事業者と調整検
討。
・自立運転に向けた調査
検討。

勉強会の資料作成
　・分散型の概要
　・事例紹介
　・国の補助メニュー紹介

・実証実験現場見学
（地域新電力見学等） ・メーカと6月及び7月にWEB会議を実

施。8月に実証実験を行っている現
場を確認し、地域新電力と意見交換
を実施した。

・EMSは地域新電力の業務を円滑に
する機能に特化しており、需要と供
給をバランスさせる技術的機能は蓄
電池から供給するだけで、マイクログ
リッドについて時期尚早であると局内
で整理した。
　よって、関係市町村の勉強会につ
いては見合わせている。

－

新規事業の検討 － － 戦略班

・県の基本方針、復旧・復興
プラン、環境基本計画、総合
エネルギー計画等に関する
情報収集、対応策の検討

・情報収集、課題整理
　復旧・復興プラン、五木村・相良村
振興、半導体産業集積推進、再エネ
導入等に係る対応、取組状況報告

Ｂ＋
　県の基本方針、復旧・復興プラン、
環境基本計画、総合エネルギー計画
等に関する情報収集、対応策の検討

専門部署の配置 － － 総務経営課

・ＰＴにおいて、関連分野の取
組について情報共有・検討を
行う。

・情報共有、検討 －

活用案の検討
（事業化に向けた
作業）

－ － 戦略班
※上記項目「新規事業の企
画」の欄と同じ

－

資産有効活用
の検討

戦略班

新規事業の企
画

○一般行政部門と
連携し県政の課題
解決において、独立
採算（料金収入で賄
う）が可能な分野で
の「公営企業方式」
による事業展開を検
討します。
○技術力や資金力
等の企業局の強み
を活かす取組み（例
えば、大型装置産業
であり長期運営がも
とめられることなど）
の事業化を優先しま
す。
○専門の部署にて、
他の自治体の調査
や過去の検討状況
等を整理し、効果
的・効率的な検討作
業を進め、課題を整
理し、局内で対応方
針を決定した上で事
業化に向け取り組み
ます。
○事業化を進めるに
あたっては、外部有
識者や利害関係者
等からの意見聴取を
行います。
○官民連携につい
て検討し、事業に
よっては運営開始後
に民間での引き受け
を視野に事前に関
係者との調整を行い
ます。

その他事
業

県政の課題解
決のための事業
の企画

専門部署によ
る検討

有料駐車
場事業

資産活用として
新たな用途の検
討

○県営有料駐車場
（立体駐車場）の次
期更新時期を見据
え、将来の資産の有
効活用策について
検討を開始します。
○中心市街地にお
いて、人口減少・少
子高齢化等に対応
し、県民へのサービ
ス向上に貢献できる
取組みの検討を行
います。
○郊外において、公
共が先行的に関与し
た方が民間に波及
効果があるような立
地地点があれば、新
たな有料駐車場の
整備を検討します。
○県営有料駐車場
に新たな用途を併設
して事業化する場合
や駐車場以外の用
途の事業に着手す
る場合は、事業名を
現在の「有料駐車場
事業」から「資産有
効活用事業」等に変
更します。

新規事業の企
画

資産有効活用
の検討

専門部署によ
る検討
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第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 R4年度の主な実績･成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

「熊本県企業局経営戦略2020（アクションプランⅠ）」等に係る令和４年度取組状況整理表

事業
区分

取組テーマ 内容 項目 詳細 担当 R４計画
経営
管理
指標

R４
目標値

R4実績評価
項目
（再掲）

▼完了：青 ▼継続：黒

【目標の達成度】 R4目標値に対する達成度又はR4取組予定に対する取組実績

「Ａ」80％以上 「Ｂ+」50～79％ 「B-」30～49％ 「Ｃ」 30％未満 「－」外的要因等により評価できず 参考資料２

地域振興積立金へ
の積立

－ －
・Ｒ５年度分の地域振興積立
金への積立（有料駐車場事
業）

・Ｒ３年度決算処理（利益剰
余金）

・Ｒ３年度利益剰余金処分
案の議会への提出
・Ｒ５当初予算計上

・地域振興積立金への振替
処理（議会議決後）

　R3利益剰余金を地域振興積立金
へ振替（駐車場事業）

Ａ
　R4利益剰余金を地域振興積立金
へ振替（駐車場事業）

一般会計への繰出
し

県政貢献
（一般会
計への繰
出し）

5.5億円
・電気事業5億円、駐車場事
業0.5億円、計5.5億円の繰出
し

・R4年度分の繰出し
　一般会計への繰出し5.5億円（電気
事業5億円、駐車場事業0.5億円）

Ａ
　一般会計への繰出し5.5億円（電気
事業5億円、駐車場事業0.5億円）

一般会計での使途
の公表

－ －
・支援している取組について
の情報発信

・支援内容の情報発信

・R5年度充当事業の情報
収集

　一般会計繰出金の支援内容につ
いて会議等で周知（豪雨災害関連）

Ａ
　一般会計繰出金の支援内容に関
するＨＰ、資料等による情報発信

SDGsへの取組み － －
・企業局におけるＳＤＧｓの取
組に関する情報発信

・企業局におけるＳＤＧｓの
取組に関する情報発信 ・SDGsの取組に係る局内

照会
・広報資料作成

　企業局におけるＳＤＧｓの取組の整
理

Ｂ＋
・経営戦略への反映の検討

・広報資料の作成、情報発信

公用車を電気自動
車へ

電気自動
車導入台
数

令和11年
度までに2
台以上

・導入方針作成、導入に向け
た準備

・導入方針作成
・導入に向けた準備

　公用車への電気自動車導入方針
作成（R5は導入を見送り、ＥＶ車の性
能や充電環境等の情報収集を行い
ながら、引き続き導入に向け検討し
ていくこととした）

Ｂ＋
　ＥＶ車導入に向けた情報収集、検
討

戦略班
財産班

戦略班

県政貢献

一般会計への
繰出

○電気事業会計及
び有料駐車場事業
会計の利益剰余金
の一部を県政支援
のため一般会計に
累計５０億円を目標
に繰出します。

県政貢献の実
施

○企業局内でSDGｓ
についての認識を共
有し、全職員で取組
みを進めます。

○例えば、電気自動
車の導入などによる
温室効果ガス削減、
企業局が保有してい
る水源涵養林の維
持やダムの堆砂管
理などによる水環境
の保全など、具体的
な取組みを検討し取
組みます。

SDGｓの推進SDGｓの取組

県政貢献の実
施

SDGｓの推進

【 戦略目標３ 】

剰余金の一部を地域貢献として県民に還元等
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第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 R4年度の主な実績･成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

「熊本県企業局経営戦略2020（アクションプランⅠ）」等に係る令和４年度取組状況整理表

事業
区分

取組テーマ 内容 項目 詳細 担当 R４計画
経営
管理
指標

R４
目標値

R4実績評価
項目
（再掲）

▼完了：青 ▼継続：黒

【目標の達成度】 R4目標値に対する達成度又はR4取組予定に対する取組実績

「Ａ」80％以上 「Ｂ+」50～79％ 「B-」30～49％ 「Ｃ」 30％未満 「－」外的要因等により評価できず 参考資料２

地元の催事等への
協賛

－ －
経営班
戦略班

・祭り等への協賛金を支出。
（経営班）

・奥球磨ロードレース協賛
金支出

・みどりかわ湖どんど祭り協
賛金支出

・奥球磨ロードレースパン
フへの広告掲載
・みどりかわ湖どんど祭り
チラシへの広告掲載

　水上村、湯前町、美里町のイベント
に協賛金を支出

Ａ

・新たな地元支援スキームに位置付
けた催事協賛金による支援

・催事のパンフレット、チラシ等を活
用した企業局事業の周知

臨時交付金 － － 経営班

・R4年度までは苓北町地域
活性化等臨時交付金交付要
綱に基づき、苓北町へ基金と
して年２百万円を支出する計
画
・R5年度からの本交付金に
ついてはリニューアル支援策
のスキームと調整を取りなが
ら苓北町と協議を行う。

・交付申請受付、交付決定 ・臨時交付金内容変更実施 ・交付金の交付

・苓北町地域活性化臨時交付金に基
づき適切に支出。

・今後は企業局から今年度と同額で
交付金から協賛金と形を変えて支出
することで苓北町の理解を得てい
る。

Ａ

市町村交付金 － －
経営班
戦略班

・対象３町村へのリニューア
ル交付金の交付（経営班）

・支援スキームの作成、Ｒ５
年度制度創設に向けた準備
（戦略班、経営班）

・交付申請受付、交付決定

・スキーム作成、制度創設
に向けた準備

・新交付金（Ｒ５～）のス
キーム決定
・Ｒ５予算要求

・新交付金に関する関係市
町村への説明

・交付金の交付

・リニューアル工事の円滑な推進の
ため、水力発電所リニューアル事業
に係る交付金に基づき適切に支出。

・別途、市町村からの要望に応じ、協
賛金を支出。

・令和５年度から地元貢献策（財政
支援）を拡充し、次の２本立てで実施
することとした。
①交付金の交付（発電事業を持続的
に進めるため、ダム・発電所の恩恵
を地元に還元）
②地元催事への協賛（企業局事業
の理解促進を図るため、広告掲出等
による周知・啓発）

Ａ
　新たな地元支援スキームによる交
付金の交付、住民等への周知

施設がある地域イ
ベント等への参加

熊本城マ
ラソン休
憩所利用
者数

150人以
上

経営班
電気班
総管

・有料駐車場認知度向上等
のため、熊本城マラソンに合
わせて駐車場の一部を休憩
所、更衣所として利用できる
ように設営を行う（経営班）

・祭りでのパネル展示や水源
涵養のための草刈り作業な
ど（総管・電気班）

・緑川農業用水堰連絡協議
会（除草作業に参画）（総
管・電気班）

・熊本城マラソン休憩所設
営業務委託（経営班）

・同左連絡協議会（植林活
動に参加）（総管・電気班）

・熊本城マラソン休憩所業
務対応、精算（経営班）

・３年ぶりに開催された熊本城マラソ
ンに伴う更衣所等は従来の設営方
法やアンケート内容の変更、更に県
内広報紙に掲載するなど試行的な取
組みを実施したところ、利用者が前
回より増加し、108名の利用。

・緑川農業用水堰連絡協議会の除
草作業及び植林活動に参加し、地元
に貢献。

Ｂ＋

・R4年度の課題や反省と踏まえて今
後も取り組んでいく必要がある。

・新型コロナウイルスの影響により、
緑川どんどまつり施設見学を実施す
ることができなかったため、次回は実
施したいところ。

技術支援や協力等 － － 電気班

・技術支援や協力（地元市町
村の求めに可能な範囲で対
応）

・技術支援や協力等を実施
するための組織体制や実施
項目等の検討

・技術支援や協力（地元市
町村の求めに可能な範囲
で対応）

・組織体制や実施項目等の
検討

　技術支援や協力の依頼なし －
　引き続き、地元市町村の求めに可
能な範囲で技術支援や協力の対応
を行う。

地元貢献
地元貢献の実
施

○地元の祭りなどの
催事への協賛や助
成金の交付等のこ
れまでの取組みの
成果を検証し、より
効果的な地域への
支援を行います。

〇電気や機械に関
する専門知識や経
験を活かした技術支
援やマイクロ水力発
電施設整備等の協
力を行います。

〇企業局の施設見
学やダムカードなど
のインフラカードの
配布、民間事業者等
と連携したインフラツ
アーなどによる観光
振興を行います。

○水力発電につい
ては、施設所在市町
村やダム管理者等
関係機関と連携を深
め、河川環境や治水
に配慮しながら適切
な水位運用を図りま
す。

地元ニーズに
沿った、より効
果的な支援

地元貢献の実
施
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第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 R4年度の主な実績･成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

「熊本県企業局経営戦略2020（アクションプランⅠ）」等に係る令和４年度取組状況整理表

事業
区分

取組テーマ 内容 項目 詳細 担当 R４計画
経営
管理
指標

R４
目標値

R4実績評価
項目
（再掲）

▼完了：青 ▼継続：黒

【目標の達成度】 R4目標値に対する達成度又はR4取組予定に対する取組実績

「Ａ」80％以上 「Ｂ+」50～79％ 「B-」30～49％ 「Ｃ」 30％未満 「－」外的要因等により評価できず 参考資料２

施設見学の受け入
れと見学ツアーの
実施

ダムカード等の配
布とＰＲグッズの作
成

積極的な広報の実
施

各種アン
ケートによ
る企業局・
企業局事
業等の
「知ってい
る」の回答
率

50%以上
・ＨＰ・県政広報など各種媒体
を活用した企業局の取組に
関するＰＲ

・各種媒体を活用したＰＲの
検討、実施

　県政広報番組（テレビ）で発電事業
の紹介（３月８日放送） Ａ

・県政広報や市町村広報誌を活用し
た企業局事業の紹介

・施設所在市町村における協賛イベ
ント等を活用した広報

施設見学
者（カード
配布）数

年間500
人以上

積極的な
広報

広報媒体を活用
した積極的な広
報

○県政貢献における
一般会計での県施
策の事業や、地元貢
献における取組内容
等については、毎年
度、公表します。
○企業局の事業に
ついては、県のホー
ムページのほか、テ
レビやラジオ、新聞
やＳＮＳなどの広報
媒体を活用し、積極
的にＰＲを行いま
す。
○各施設のパンフ
レットやインフラカー
ド、施設見学者向け
のグッズ、及び企業
局のロゴやキャッチ
フレーズなどの作成
についても検討しま
す。
○各事業の広報等
の実施にあたって
は、本庁と出先機
関、事務部門と技術
部門で協力し、役割
分担を明確にして計
画的に取り組みま
す。
○県民の企業局及
び企業局事業の認
知度を図るため、施
設利用者等に対して
アンケート調査を実
施します。

企業局のＰＲ

・記念式典準備 ・記念式典開催

・見学受入体制の整備
・PRグッズ作成

WG
（戦略班）

・リニューアル工事（緑川第
一・第二発電所）が完了記念
式典の開催や見学受入体制
の整備、ＰＲグッズ作成

・ダムカード等の配布

Ｂ＋
　見学受け入れ体制の整備、ＰＲグッ
ズ作成

・３月２７日にリニューアル事業完了
記念式典開催

・発電所カード作成（緑川第一・第
二）

企業局のＰＲ
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